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第１節 はじめに 
「農村開発」はバングラデシュ政府にとっての主要課題であり、東パキスタン時代から今日にいた
るまで、農業生産の向上を主たる目標として実施されてきた。中でも、外国主導による農村開発が繰
り返し行われてきたクミッラ県では、近代農法の実施に力が注がれてきた。というのも、クミッラ県
はアメリカ主導による「コミラモデル」によって「緑の革命」がいち早く導入された地域だからであ
る（1960～71年）。それに伴い、化学肥料・農薬のほか、地下水揚水灌漑設備が他県に先駆けて普及・
拡大している。また、小農が所有している農地や資金の集約を目的として 1961 年５月までに 25 の
KSSが組織化され、同年12月にはKTCCAが設立されている。これらは、近代農法の普及・拡大を
目的として外圧により組織されたものであるが、1971 年のバングラデシュ独立以降は、農村組織化
のモデルとして IRDP（1982 年以降BRDB）を通して全国に普及していった。さらに、バングラデ
シュ独立後には、首都ダッカと クミッラ県を結ぶ「メグナ橋」と「メグナ・グムティ橋」、そしてこ
れら橋梁の東側に位置するダウドゥカンディ郡を主たる対象とした「モデル農村開発計画」が日本
ODA（無償資金協力）によって供与されているが、そこでも農村の近代化やTCCAの強化に重点を
おく「コミラモデル」同様の手法が取り入れられている。 
こうした背景から、1960 年代に導入された「コミラモデル」は、農村近代化と組織化のモデルで
あると同時に、バングラデシュの農村開発における原型としてとらえることができる。にも関わらず、
これまで「コミラモデル」の実像は必ずしも明らかにされてこなかった。それゆえ、本章では「コミ
ラモデル」を主題として取上げる。そこで先ず、クミッラ県の特徴を概観する。次に、先行研究や現
地での聞き取り調査を通してコミラモデル導入の背景や具体的な実施状況を明らかにする。そして、
農村居住者や農地・環境に及ぼした影響を踏まえながら、コミラモデルの意義と課題を論じる。 
 
第2 節 クミッラ県の特徴 
2.1  基本指標 
 バングラデシュの行政区分は、ボリシャル、チッタゴン、ダッカ、クルナ、シレット、ラジシャヒ
の6管区が、64県、507郡、4,484ユニオン、8万7319村に区分されている（2002年）1。クミッ
ラ県は、首都ダッカの東に位置するチッタゴン管区に属しており、13郡、178ユニオン、3,635村で
構成されている2。郡の数は、地図1-1に見るように1998年までは12郡であったが、1999年にダウ
ドゥカンディ郡の３ユニオンとホムナ郡の４ユニオンが合体し、新たにメグナ郡が誕生して13郡と
なっている（地図1-2参照）。さらに、ダウドゥカンディ郡は、2004年12月31日時点で同郡とティ
タス郡に分けられる予定となっていた3。その後、2006年3月時点でティタス郡を確認していること
                                                  
1 BBS, 2003：p.21. なお、市（City Corporation）は、ダッカ、チッタゴン、ボリシャル、ラジシャヒ、クル
ナ、シレットである。   
2 ダウドゥカンディ郡統計局での聞き取り調査（2004年12月29日、31日）による。ただしこれらの情報は、
同時点では、バングラデシュ統計局発行の統計書には記載されていなかった。そのため、Ibid.,では、郡は12、
ユニオンは180と記載されている。 
3 ダウドゥカンディ郡統計局での聞き取り調査（同上）による。 
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から、この時点でクミッラ県は14郡で構成されていることになる4。 
クミッラ県の総面積は 3085.17 平方キロメートルで、このうち河川面積は 29.14 平方キロメート
ル、森林面積は 8.39 平方キロメートルである（BBS, May 2001：p.17.）。総人口(2001 年)は 459 万
1340 人（女性 228 万 400 人、男性 231 万 940 人）で、そのうち 89.5%（411 万 0600 人)が農村、
10.5%（48万740人）が都市に居住しており、農村居住者の占める割合は全国平均（76.9%）よりも
高い。年齢層別に見ると、14歳以下の子どもが202万1520人（女児95万6740人、男児106万4780
人）で全体の 44.0%も占めており、全国平均（40.6%）よりも高くなっている。また、60 歳以上の
人は31万4720人（女性13万7360人、男性17万7360人）で全体の6.9%を占め、全国平均（8.0％）
よりも低くなっている5。さらに、県平均の人口密度は 1,488 人に達しており、全国平均（837 人）
の1.7倍である（BBS, July 2003：p.17.）。県庁所在地はクミッラ市（parushava）6で、人口は16万
920人、その他４市（4 parushavas）の人口は、ダウドゥカンディ市4万2240人、チャンディナ市
4万2767人、ラクシャム市5万3160人、ボョルラ市3万440人となっている（BBS, July 2003：p.39.）。 
各世帯を主な収入源別に見ると（1991年）7、農業29万2055世帯（42.7%）、農業労働10万7268
世帯（15.7%）となっており、約６割の世帯が主として農業から収入を得ている。これに続いて、ビ
ジネス8万4060世帯（12.3%)、ビジネスでの被雇用7万4573世帯（10.9%)、運輸（リキシャ）１
万6835世帯（2.5%）、農業以外の日雇い労働１万6690世帯（2.4%）、建設7,078世帯（1.0%）、運
輸（ベビー・キャブ、トラック等）5,891世帯（0.9%）となっている。 
また、1996年現在の農業人口は149万887人（女性49万8162人、男性99万2725人）で、10歳以
上の労働力人口321万4900人（就学中の子どもを含めた数）に占める割合は46.4%となっている(BBS, 
August 1995, p.78.)。雇用形態別では、自己雇用71万1234人(47.7%)、不払い労働53万392人(35.0%）、
農業労働者24万9261人（16.7%）である(BBS, August 1995, p.78.)。男女の構成比を見ると、農業労働者
は、女性3万4537人（13.9%）、男性21万4724人（86.1%）で、男性が圧倒的に多い。自己雇用も、女
性21万3846人（30.1%）、男性49万7388人（69.9%）となっており、やはり男性が多い。不払い労働
は、女性24万9779人、男性28万0613人である。この不払い労働には、10歳以上の子ども、特に男児
が多く含まれており、農作業の手伝いをしている。 
 
2.2  近代農法の推進－農村居住者・生態系への影響 
上述したように、この県の特徴は「コミラモデル」＝「緑の革命」が他県に先駆けて導入された点で
あり、援助・開発との関係から、乾季に作付けされるHYV（High Yield Varieties；多収穫新品種）ボロ
稲の生産に力が注がれている地域が多い（第３章参照）。そのため、耕作地に占める灌漑面積は53.8%で、
全国平均の48.3％よりも高い水準にある(BBS, August 1995, p. xiv. )。 
先ず、1992-93年から1996-97年までのクミッラ県におけるボロ稲の作付面積と収穫量の推移を見てみ
よう（表1-1参照）。ボロ稲は、Local、HYV、Pajamに大別されるが、これらの中でも、HYVボロ稲の
作付面積は約97.0%、収穫量は98.0%と、圧倒的な割合を占めている。 
次に、クミッラ県の作付面積と収穫量を全国的に見ると、1992-93年のHYVボロ稲作付面積と収穫量は
全国で第１位、1993-94年には双方とも第2位であった。翌1994-95年、HYVボロ稲作付面積は再び第1
位となったが、収穫量は第 3 位に落ちている。そして 1995-96 年、前者が第 2 位であったにも関わらず、
後者は第４位にまで下がっている。こうした収穫量の低下原因としては、以下2点があげられる。第１に、
当該地域の農地主やKSSメンバーは「クミッラ県では、長期に及んで化学肥料や農薬を使用しすぎたため
に農地が相当やせてきている。けれども、化学肥料や農薬の投入量は年々増える一方で、そうしなければ、
                                                  
4 但し、本論では12郡のデータを扱っている。 
5 BBS, July 2003：p.346. より算出した。 
6 Parushavaは、Municipalityを意味するベンガル語である。ただし、Parushavaには「地方自治体」がない
ので、市（City Corporation）と区別されている（ダウドゥカンディ郡統計局での聞き取り調査による）。 
7 BBS, August 1995：p.xiv. 同年のクミッラ県の総世帯数は、68万4205世帯である。なお、バングラデシュ
統計局が発行している各郡の統計書は、農業関係を除くと本書が最新版である（2005年1月2日、バングラデ
シュ統計局での確認による）。 
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もはや稲が育たない状況にある。だが、生産性は年々下がっている」と指摘している8。第 2 に、1995 年
1月以降、他県でもHYVボロ稲増産要求と化学肥料への需要が急速に高まり、肥料価格が上昇してきてい
る。これに便乗した民間の化学肥料販売業者が買いだめや売り惜しみに走り、肥料価格のさらなる高騰に
拍車をかけてしまった9。早くから化学肥料や農薬を投入してきたクミッラ県では、多収穫新品種による稲
栽培に際して、化学肥料等への依存がより強くなっている。しかし、肥料価格の高騰により、大量の化学
肥料を投入することができず、HYVボロ稲の収穫量が落ち込んでしまったと考えられる。 
  
表1-1 : クミッラ県のボロ稲作付面積と収穫量の推移（1992-93～1996-97年） 
                          作付面積 ：エーカー、収穫量 ：トン、構成比 : % 
1992-93 1993-94 1994-95   年 
 
ボロ稲 
作 付 面
積 
構成比 収穫量 構成比 作 付 面
積 
構成比 収穫量 構成比 作 付 面
積 
構成比 収穫量 構成比
Local 
HYV 
Pajam 
合計 
13,730 
545,540 
  2,060 
561,330 
   2.4 
 97.0 
    0.6 
 100.0 
  8,050 
600,470 
  1,910 
610,430 
   1.4 
 98.0 
   0.6 
100.0 
 14,190
535,390
  1,560
551,140
   2.6
 97.0
   0.4
100.0
  8,210
620,720
  1,520
630,450
   1.3
 98.0
   0.7
100.0
 14,440 
550,140 
  1,470 
566,320 
  2.5 
 97.0 
  0.5 
100.0 
  6,570
562,740
  1,460
570,770
  1.2
 98.6
  0.2
100.0
1995-96 1996-97    年 
 
ボロ稲 
作 付 面
積 
構成比 収穫量 構成比 作 付 面
積 
構成比 収穫量 構成比
Local 
HYV 
Pajam 
合計 
 15,310 
561,470 
  1,470 
578,250 
   2.6 
97.0 
 0.4 
100.0 
 10,030 
602,130 
  1,570 
613,730 
  1.6 
 98.0 
  0.4 
100.0 
 15,030
567,880
  1,370
584,280
   2.6
 97.0
   0.4
100.0
 10,410
624,270
  1,470
636,150
  1.6
 98.0
  0.4
100.0
注 : この統計書では、Grater District に基づき、バングラデシュ全土を23地域に分けてデータを収集して
いる。 
出所 : Bangladesh Bureau of Statistics, Yearbook of Agricultural Statistics 1997, 1998, pp.52-53.より作成 
 
表1-2 : 化学肥料を使用している耕作地面積と割合（1996年） 
(農地面積 : エーカー、構成比 : %） 
土地所有者（面積） 土地なし 
農民（面積） 小農 中農 大農 
  
  
合 計 0.01-0.04 0.05-0.49 0.50-0.99 1.00-1.49 1.50-2.49 2.50-7.49 7.50以上 
ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞ
ｼｭ平均 
13,798,879 
77.7 
1,858 
8.5 
432,837 
66.0 
1,143,731 
79.9 
1,460,098 
81.0 
2,559,238 
80.0 
5,851,820 
77.7 
2,349,297 
75.2 
クミッラ
県 
421,784 
85.7 
83 
10.6 
26,829 
81.5 
70,400 
87.7 
70,832 
86.8 
108,639 
86.3 
128,440 
85.5 
16,561 
81.1 
注 : バングラデシュでは、屋敷地を所有していても、農地を0.05エーカー未満しか所有していない者を「土
地なし農民と称している。この土地なし農民は、①作業場台所がない、②農地が全くない、③0.05エーカ
ー未満の農地を所有している、の３種類に区分されている。 
出所 : Bangladesh Bureau of Statistics, National Series- Volume-1 Census of Agriculture-1996, July 1999, 
p.49. and Bangladesh Bureau of Statistics, Zila Series Comilla, Census of Agriculture-1996, May 
2001, p.75.より作成。 
                                                  
8 現地での聞き取り調査（1999年8月、2000年8月、2002年8月、2005年1月）による。 
9 『アジア動向年報 1995年版』アジア経済研究所、474頁、および479-480頁。こうした事態が発生する背景
には、同書でも指摘されているように、世界銀行による構造調整政策の一環として推進されている国有企業の民
営化、民活導入路線がもたらす負の影響がある。 
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さらに、化学肥料を投入している耕作地面積とその割合を見てみよう（表1-2参照）。この表から、クミ
ッラ県の耕作地には、全国の平均値（77.7%）よりも高い割合(85.7%)で化学肥料が投入されていることが
分かる。中でも、日本ODAによって「モデル農村開発計画」が供与されたダウドゥカンディ郡（90.1%）
とホムナ郡（93.2%）の割合は９割を超えている(BBS, May 2001：p.99. and. P.107)。 
ところで、多収穫新品種による稲作を可能にしているのは、化学肥料や農薬、そして灌漑設備といった
近代的投入物であるが、これらが居住者の生活状態や生態系に及ぼしている影響は計り知れない。中でも、
メグナ川、メグナ・グムティ川河口に位置するダウドゥカンディ郡は、HYVボロ稲が盛んに栽培される以
前は、えび等の漁獲量が豊富であった10。人々は、河で魚やエビを捕獲してそれらを食したり、バザール
や露天商でそれらを販売して現金に代えたりして生活を営んでいたという。ところが、化学肥料や農薬の
影響でこれらの漁獲量は激減し、貴重なタンパク源を失った。それゆえ、人々は「あのころの食生活のほ
うが豊かであった」と語っている。また、同郡では、乾季のボロ稲栽培に力を入れている地域で豆の収穫
量が激減している（第 3 章参照）。そのため、現地の人が好んで食するダール・スープの原材料となる豆
の価格が高騰している。コトワリ郡BARD前に設置されているバザールでの１キロあたりの価格を見ると、
国産で48タカ、インドから輸入した物は40タカで、他の野菜や米の価格と比較しても高値となっている
（表1-3参照）。他の野菜に関しても、長期に及んで大量の化学肥料が投入されてきた農地では生産性が低
下していると言う11。 
 
表1-3： クミッラ県コトワリ郡バザール－野菜・米・砂糖の価格（2005年12月） 
                                     単位 : タカ／1キロ 
豆 
国産 インド産 
米 
蒸 アモン・ボロ 
砂糖 じゃが芋 
小   大 
人参 唐辛子 なす トマト 苦瓜 南瓜 
 44     40 17  22-28 ・ 38   28 5  10  20   25 8～10   12   12   4 
注 : コトワリ郡バザールでの調査（2005年1月1日）より作成。 
 
そのうえ、近年バングラデシュでは、砒素による水質汚染問題が深刻化している12。その原因として、
ジャダプール大学のチャクラボーティは、「緑の革命によって乾季の稲作が奨励され、無計画・無制限の地
下水灌漑を始めたために、地下水の水位が低下して地中に酸素が供給され始め、ヒ素を吸着していた酸化
鉄に化学的変化が生じてヒ素が遊離した（酸化説）」（川原、2003年7月：p.72.）と説明している。この酸
化説は、その後還元説（ヒ素は地下水の還元環境のもとで水酸化鉄より遊離した）から反論され、ヒ素溶
出のメカニズムに関する論争が続いている。いずれにしても、ヒ素の溶出は、地下水の汲み上げと関係し
ている。他県では、1971年の独立以降、安全な飲料水確保を目的としてユニセフやWHO等によって井戸
が供与されたが、クミッラ県では、独立以前からコミラモデルによって灌漑事業が展開されてきた。灌漑
事業による地下水の汲み上げ量は、飲料水のそれをはるかに上回っており、当該地域ではその被害状況が
より拡がっている（地図1-3参照）。現地では、砒素が検出された井戸に赤ペンキが塗られているが、われ
                                                  
10 ダウドゥカンディ郡統計局長と彼の友人(政府役人)からの聞き取り調査（2004年12月29日、31日）によ 
る。この統計局長が提供してくれた情報は正確であり、また、ダウドゥカンディに長く居住していることから、 
各地域の状況をよく把握している。 
11 ダウドゥカンディ郡とコトワリ郡での聞き取り調査による。 
12 バングラデシュでの砒素の問題に関して、川原、2003年７月：70-74.頁、Sandar Broms and Johan  
Fogelstrom, 2001を参照されたい。「1983年、インド西ベンガル州北24ポルゴナ県の兄弟が、カルカッタの熱 
帯医学研究所付属病院でヒ素中毒症と診断された。その後、彼らが住む村の井戸水からヒ素が検出された。周辺 
にはヒ素を使う工場、鉱山はなく、ヒ素を成分とする農薬も使用されていなかったため、地質由来のヒ素が地下 
水を汚染していると考えた。その後、1995年２月にカルカッタでチャクラボーティが『地下水ヒ素に関する国 
際会議』を開催した。その席上で、バングラデシュの参加者から、インド国境に近い村で1993年にヒ素に汚染 
された井戸が発見され、1994年にヒ素中毒患が発見された、と報告された。現在バングラデシュの人口1億3000 
万人のうち2500万人から3000万人が飲料水の基準を超えたヒ素を含む水を飲んでいると推計されている」（川 
原、71-72頁）。 
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われが個別訪問調査を行っているダウドゥカンディ郡で安全な井戸を探すことは容易ではない。そのため、
多くの家庭や茶店では、池や川に飲料水を求めざるを得ない。しかし、そこは農村居住者にとって洗濯や
入浴、時に牛を洗う場所でもある。そのうえ、全ての生活排水が流れ込むので、水は濃緑茶色に澱んでい
る。さらに、大量に使用された化学肥料や砒素が何らかの形で流れこんでいる。筆者の調査中にも、砒素
を原因とする病を患い、余命幾許もない病状と家族への思いを切々と訴える男性がいた13。このように、
農村居住者の生活は、近代的投入物、井戸の掘削や灌漑事業の拡大といった先進諸国による援助・開発に
よって被害状況を受けたばかりか、生態系をも変化させている。 
 
2.3  援助・開発と格差 
バングラデシュで生活する人々の中には「クミッラ県は経済的に豊かな地域だ」というイメージを
抱いている人々は多く見られる。だが、それらの人々は、必ずしもクミッラ県農村の開発の実態をふ
まえて評価しているわけではない。 
また、「バングラデシュ省庁にはクミッラ県出身の大臣が多くいる。だから、クミッラ県は経済的
に貧しい地域ではない」という声が聞かれることもある。確かに、2005 年 1 月現在、クミッラ県出
身の大臣が3名おり、それぞれの出身地は、コミラモデルの総本山であるコトワリ郡、日本ODAに
よって「モデル農村開発計画』が供与されたダウドゥカンディ郡及びホムナ郡である。具体的には、
コトワリ郡出身のアクバル・ホセイン（Akbar Hossain）が海軍（Ministry of Shipping）、ダウドゥ
カンディ郡出身の Dr. モシャルフ（Dd. Khandaker Morsharraf Hossain）が保健・家族福祉省
（Ministry of Health and Family Planning）、ホムナ郡出身のM.K.アヌワール（M.K. Anwar）が
農業省（Ministry of Agriculture）の各大臣を務めている。前職は、順に軍人、財務省（Ministry of 
Finance）の政務次官、ダッカ大学教授であった。 
さらに、Dr. モシャルフとM.K.アヌワールは、BNP政権で 2 期目の大臣を務めている。彼らは現
在ダッカ市内に居住しているが、出身地のダウドゥカンディ郡とホムナ郡にそれぞれ広大な土地を所
有しており、農村居住者に対する影響力を持っている。すなわち、農村地域に政府レベルの援助や開
発を誘致するうえで、こうした政治的力が働いている。現にモデル農村開発計画の誘致に際しては、
M.K.アヌワールとDr. モシャルフが介在していた14。 
後述するように、モデル農村開発計画は、近代農法の普及・拡大を推進し、TCCAを始めとする既
得権益集団が利益を得るといったコミラモデル同様の手法を持ち込んでいる。近代農法が富裕層に有
利に働く構造になっている以上、こうした援助や開発が進めば進むほど、現地での所得格差が拡がっ
てゆくであろう。現に、 クミッラ県の中でも、日米主導による援助・開発が盛んに行われたこれら
３つの郡では、土地なし農民が高い割合で存在している。 
表 1-4 は、各世帯の農地所有状況を、バングラデシュ全体と比較して見たものである。農地所有状況は
各郡において差異が見られるが、土地なし農民が３割を超えているのは、12 郡中 5 郡である。中でも、
コミラモデルの総本山であるコトワリ郡で、土地なし農民が約4割も存在している。ベンガル人の多
くがイメージするクミッラ県は、コトワリ郡、中でもクミッラ市中心街をさしていることが多い。クミッ
ラ市には、鉄道駅、ゲストハウス、レストラン、映画館、商店街等があり、同県の農村とは様相を異にし
ている。そこから、「貧困」をイメージすることは困難であろう（他郡では、雑然としていながらも活気に
満ち溢れるバザール内に店を構える小さなカレー屋で食事が出来ればよいほうである）。KTCCAメンバー
もまた「アクタル・ハミッド・カーンが農村開発を始めたこの地域は、バングラデシュの中でも特に豊か
だ。郡民総生産は、全国平均をはるかに上回っている」と言う15。また、KTCCAの敷地内では、乾季 
 
                                                  
13 2001年8月と2002年の8月の現地調査による。彼は小学校教諭で、妻（小学校教諭）、子ども（男児・3歳）、
妻の母親、妻の妹（10歳・クラス５）と生活を共にしていた。砒素による影響で、彼の掌は荒れただれていた
（2001年）。翌2002年、夫妻の第2子が誕生したが、彼は新生児を見ることなく他界したということであった。 
14 現地での複数の関係者からの聞き取り調査による。なお、2005年現在、カレダ・ジア政権下で24名の大臣
がいる。 
15 2004年12月、KTCCAにて、KTCCA議長及びメンバーからの聞き取り調査による。 
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表1-4 : クミッラ県各郡における居住者の農地所有状況（1996年） 
                                     土地 : エーカー、世帯：数、割合：％  
土地所有者（世帯） 土地なし農民（世帯） 
小農 中農 大農 
 
 
 
各郡 
 
 
 
合 計 
作業場な
し 
農地なし 0.01-0.04 0.05-0.49 0.50-0.99 1.00-1.49 1.50-2.49 2.50-7.49 7.50 以
上 
コトワ
リ 
66,757 
100.0 
126 
0.2 
25,500 
38.2 
1,602 
2.4 
11,529 
17.3 
10,772 
16.1 
6,960 
10.4 
6,208 
9.3 
3,836 
5.7 
224 
0.3 
ボョル
ラ 
57,385 
100.0 
55 
0.1 
9,628 
16.8 
2,796 
4.9 
14,552
25.4 
12,743 
22.2 
7,512 
13.1 
6,432 
11.2 
3,549 
6.2 
118   
0.2 
ﾌﾞﾗｰﾏﾝ
パﾞﾗ 
27,338 
100.0 
24 
0.1 
3,648 
13.2 
2,185 
7.9 
7,028 
25.4 
6,373 
23.1 
3345 
12.1 
3,254 
11.8 
1,716 
6.2 
65 
0.2 
ﾌﾞﾘﾁｮﾝ
ｸ  ﾞ
38,216 
100.0 
30 
0.1 
6,739 
17.6 
2,229 
5.8 
9,107 
23.8 
8,666 
22.7 
5,083 
13.3 
4,202 
11.0 
2,048 
5.4 
114 
0.3 
ﾁｬﾝﾃﾞｨ
ﾅ 
42,756 
100.0 
61 
0.1 
9,784 
20.7 
2,044 
4.3 
12,758 
27.0 
9,945 
21.0 
5,365 
11.4 
4,510 
9.5 
2,699 
5.7 
90 
0.2 
ﾁｮｯﾄﾞ
ｸﾞﾗﾑ 
59,017 
100.0 
82 
0.1 
14,698 
24.9 
3,893 
6.6 
11,577 
19.6 
10,157 
17.2 
7,333 
12.4 
6,867 
11.6 
4,194 
7.1 
216 
0.4 
ﾀﾞｳﾄﾞｩ
ｶﾝﾃﾞィ 
75,755 
100.0 
115 
0.2 
20,586 
27.2 
2,408 
3.3 
14,342 
18.9 
1,484 
19.6 
8,362 
11.0 
9,167 
12.1 
5,594 
7.4 
272 
0.4 
ﾃﾞﾋﾞｯ
ﾀﾞ―ル 
58,473 
100.0 
66 
0.1 
8,206 
14.0 
5,170 
8.8 
15,495
26.5 
13,762
23.5 
7,091 
12.1 
5,931 
10.1 
2,686 
4.6 
66 
0.1 
ホムナ 
 
37,282 
100.0 
45 
0.1 
10,712 
28.7 
1,917 
5.1 
7,372 
19.8 
6,610 
17.7 
3,736 
10.0 
4,242 
11.4 
2,541 
6.8 
107 
0.3 
ラクシ
ャム 
83,599 
100.0 
126 
0.2 
15,991 
19.1 
5,111 
6.1 
19,859
23.8 
16,262
19.5 
9,896
11.8 
9,258 
11.1 
6,693 
8.0 
403 
0.5 
ﾑﾗ―ﾄﾞﾅ
ｮｺ-ﾞ ―ﾙ 
72,955 
100.0 
161 
0.2 
20,312 
27.8 
2,520 
3.5 
14,339
19.7 
14,106
19.3 
7,752
10.6 
8,387 
11.5 
5,089 
7.0 
229 
0.3 
ﾅﾝｶﾞｮﾙ 
コト 
48,287 
100.0 
80 
0.2 
8,037 
16.6 
3,390 
7.0 
11,823 
24.5 
9,267 
19.2 
5,774
12.0 
5,558 
11.5 
4,120 
8.5 
238 
0.5 
  注：各郡の統計数値は、上段に世帯数、下段に割合（％）を記載している。 
出所：Bangladesh Bureau of Statistics, Zila Series Comilla, op.cit., May 2001, pp.75.-123.より作成 
 
のキャベツ栽培が盛んで、形も大きく、実もしっかりしている。しかしながら、過剰生産の場合は廃棄ま
でしていると言う。その一方で、過剰生産のために売り上げを伸ばせずにいる人々がいる。 
また、日本ODAによって援助・開発が行われてきたダウドゥカンディ郡とホムナ郡でも、土地な
し農民の割合は3割を超えている。しかもその殆どが、全く農地を所有していない人々である。この
ことは、援助や開発がさかんに行われてきた地域に土地なし農民が多く存在するということを示して
いると言えよう。 
こうした状況の中、 土地なし農民は日傭の農業労働者として日当を得ているが、クミッラ県の「農
業労働者の日当」はどの程度の水準になっているのであろうか。日当の支払い形態は、現金のみ、現
物支給のみ、食事のみ、現金と現物支給、現金と食事付き（1～３回）等に大別される。表 1-5 は、
これらの中で、現金のみによる日当について見たものである。 
先ず、男性の日当を見ると、1年を通してバングラデシュの平均よりも低くなっていることが分か
る。現地で、多くの人々が「農業先進県」というイメージを抱いているクミッラ県において、農業労
働者の日当は全国平均を下回っているのである。 
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次に、女性の日当を見ると、記載されているのは11月のみで、日当は50タカとなっており、全国
平均を１タカだけ上回っている。この点について、ダウドゥカンディとコトワリ郡等での聞き取り調
査から明らかになったことは、当該地域では、女性への労働報酬として、現金ではなく食事、収穫物、
あるいはサリー等の現物支給が多くなっているということである。また、援助との関係から乾季の
HYV ボロ稲作付けを奨励している地域では、雨季の米栽培を減少させる傾向があり（第 3 章参照）、
伝統的に貧困女性が行ってきた米収穫後の作業も、機械の普及によって減少傾向にあると言う。これ
に対して、現地では貨幣経済が浸透しており、仮に近代農法による米の増産に成功したとしても、現
金収入がなければ、家族成員の食料を購入することさえできない。また、第4章で見るように、小学
校教育は無償であっても、文具や衣類等は各家庭で購入しなければならない。こうした背景から、援
助や開発によって拡大された格差によるしわよせは、貧困女性や子どもに及んでいる（第4章参照）。 
 
表1-5 : クミッラ県における農業労働者の日当（2000年） 
                                        単位 : タカ 
    月 
地域    
  
 1 
 
  2 
 
  3 
 
  4    
 
  5  
 
  6  
 
  7  
 
  8  
 
  9 
 
 10 
 
 11  
 
 12  
平 均 女 性  
男 性 
 48 
 61 
 48 
 61 
 47 
 61 
 48 
 63  
 50 
 64 
 49 
 64 
 49 
 64 
 50  
 65  
 50 
 65 
 49 
 65 
 49 
 64 
 50 
 65 
クミッラ 女 性 
      男 性 
  _ 
 57 
  _ 
 58 
  _ 
 57  
  _ 
 60 
  _ 
 61 
  _ 
 62  
  _ 
 61 
  _ 
 60 
  _ 
 61 
  _ 
 60 
 50 
 65 
  _ 
 61 
注: この統計書では、Grater District に基づきバングラデシュ全土を23地域に分けてデータを収集している。 
出所: Bangladesh Bureau of Statistics, Yearbook of Agricultural Statistics of Bangladesh 2001, June  
2004,pp.187-192. より作成  
 
2.4 識字・就学率 
当該地域の社会開発はどの程度進められているのだろうか。ここでは「識字・就学」を手がかりと
して考察したい。表１-6 は、クミッラ県各郡居住者の識字率（7 歳以上）を見たものである。先ず
1991 年のクミッラ県全体の識字率は 33.1%で、バングラデシュの平均識字率 32.4%と比較すると若
干（0.7%）高くなっている。クミッラ県各郡の識字率を見ても、12 郡の中で半数の6郡が全国平均
を若干上回っている。ところが、コトワリ郡のそれは 44.6%と全国平均を 12.2％も上回っている程
度である。その要因としては、コトワリ郡カントンメンに軍施設があるという特殊事情があり、軍人
を含めた識字率が当時すでに78.9％にも達していたという背景がある（BBS, August 1995：p.43.）。
男女の識字率は、12 郡全てにおいて女性の識字率がより低くなっており、農村女性のそれは顕著で
ある。男性の識字率は、バルラ郡とムーランドナゴール郡の都市での識字率を除いて、都市・農村と
も全国平均を上回っていたことが分かる。また、1991 年当時の就学率を見ても、男女差は顕著であ
った（表 1-7 参照）。ただし、農村に居住する女性の識字率及び女児の就学率の低さは、クミッラ県
特有のものではない。 
1996年の識字率を見ると、バングラデシュ全体の平均識字率は44.8％で、5年間に12.4％上昇し
ている。1992 年以降、バングラデシュ政府は初等教育に力を入れ、女児の就学率向上に向けても積
極的な姿勢を見せている（第４章参照）。バングラデシュ全体の識字率向上は、政府のそうした姿勢・
政策とも連動している。こうした状況下にありながら、クミッラ県の平均識字率は 39.1％と、1991
年から5年間に6％上昇しただけで、全国平均を下回ってしまった。各郡の識字率を見ると、全国平
均を上回っているのはコトワリ郡のみで、他の 11 郡はそれを下回っている。中でもホムナ郡が最下
位で28.1%、ダウドゥカンディ郡は34.4%と、最下位から3番目に位置している。1991年から1996
年にかけては、モデル農村開発計画が小学校供与も含めてさかんに実施された時期であるが、ダウドゥカ
ンディ郡とホムナ郡の識字率向上が極めて遅れをとっているということは、さまざまな援助・開発が行わ 
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表1-6 : クミッラ県各郡居住者の識字率（７歳以上、1991年と1996年） 
                                                       単位 : % 
1991 1996        年 
地 域 平均 都市 農村 平均 
バングラデシ
ュ平均 
   32.4 
   
女性  25.5 
男性  38.9 
      40.3
     
女性  33.3
男性  46.2
      21.2
     
女性  16.3 
男性  25.8 
      44.8
クミッラ県平
均 
   33.1 女性  26.0 
男性  40.2 
        ＿
    ＿
女性 
男性 
    ＿
    ＿
女性 
男性 
      39.1
コトワリ郡      44..6 
    
女性  36.5  
男性  51.6 
 54..7
     
女性  46.7
男性  61.2
      36.2
     
女性  28.7 
男性  43.2 
      51.3
ボョルラ郡       31.8 
     
女性  26.0 
男性  37.6 
      35.7
      
女性  27.4
男性  42.9
      31.6
     
女性  25.9 
男性  37.4 
      36.6
ブラーマンバ
ラ郡 
      32.6 
    
女性  24.9 
男性  40.2 
      41.0
    
女性  30.9
男性  49.3
      32.5
     
女性  24.8 
男性  40.0 
      37.5
ブリチョング
郡 
      34.3 
    
女性  25.9 
男性  42.1 
      39.7
    
女性  30.8
男性  47.7
      34.1
     
女性  25.8 
男性  41.9 
      39.4
チャンディナ
郡 
      27.7 女性  21.1 
男性  34.3 
      38.7
    
女性  29.6
男性  46.5
      27.1
     
女性  20.7 
男性  33.6 
      32.9
チョッドグラ
ム郡 
      33.0 
     
女性  26.5 
男性  39.8 
      42.9
     
女性  34.9
男性  49.6
      32.7
    
女性  26.2 
男性  39.4 
      38.0
ダウドゥカン
ディ郡 
      29.9 女性  23.2 
男性  36.6 
      45.2
     
女性  37.4
男性  51.3
      29.6
      
女性  23.0 
男性  36.3 
      34.4
デビッダール
郡 
      35.1 女性  26.5 
男性  43.6 
      56.9
      
女性  48.8
男性  64.2
   34.4 女性  25.9 
男性  42.9 
      40.4
ホムナ郡       21.9 女性  14.9 
男性  28.8 
      40.1
     
女性  31.7
男性  47.5
      21.3 女性  14.4 
男性  28.2 
      28.1
ラクシャム郡       34.4 
     
女性  28.4 
男性  20.7 
      38.3
      
女性  29.1
男性  46.4
      34.0
     
女性  28.3 
男性  40.1 
      39.5
ムラードナョ
ゴール郡 
      30.6 女性  23.2 
男性  38.0 
      34.9
     
女性  28.8
男性  40.8
      30.4
 
女性  22.9 
男性  37.8 
      35.2
ナンガョルコ
ト郡 
      30.2 
     
女性  24.3 
男性  36.6 
      40.9
     
女性  31.4
男性  48.3
      30.9
     
女性  24.1 
男性  36.3 
      34.8
注：＿はデータの記載なし。 
出所 : Bangladesh Bureau of Statistics, Bangladesh Population Census 1991, Zila : Comilla, August 1996,  
p.xi. and pp.8-60. Bangladesh Bureau of Statistics, Zila Series Comilla, May 2001, op.cit., p.19.  
Bangladesh and Bureau of Statistics, Statistical Yearbook of Bangladesh, 2001, 2002, pp.629.-630.よ 
り作成   
 
表1-7 : クミッラ県各郡居住者（５～24歳）の就学率（1991年） 
                                             単位 : % 
  郡  
性別 
コトワ
リ 
ボョル
ラ 
ﾌﾞﾗｰﾏﾝ
パラ 
ﾌ ﾞ ﾘ チ
ョﾝｸ  ﾞ
ﾁﾝﾃﾞｨﾅ ﾁ ｮ ｯ ド
ｸﾞﾗﾑ 
ﾀﾞｳﾄﾞｩ
ｶﾝﾃﾞｨ 
ﾃ ﾞ ﾋ ﾞ ｯ
ダール 
ﾎﾑﾅ ﾗｸｼｬﾑ ﾑﾗ―ﾄﾞﾅ
ョｺ―ﾞﾙ 
ﾅﾝガョﾙ
ｺﾄ 
女児 42.7 37.4 37.3 40.9 31.5 42.1 32.9 37.0 24.7 36.8 31.9 37.7
男児 50.0 48.8 52.2 54.0 42.2 54.5 41.3 52.6 35.4 48.7 44.8 51.0
出所 : Ibid., Zila : Comilla, August 1995, pp.8-60.より作成 
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れているにも関わらず、識字・就学といった社会開発部門がなおざりにされてきたということを示してい
ると言えよう。 
 
2.5  都市への移動 
この節の最後に、農村を離れて都市へと移動する人々の状況について触れておきたい。近年バング
ラデシュでは、先進諸国主導による都市偏重の開発によって、農村と都市の格差がますます拡がって
いる。特にダッカ・ジア国際空港やダッカ市内のビル・道路建設は、急速に推し進められている。か
つての古い空港のイメージを一新しようと、空港内の床には白いタイルが敷き詰められ、空港とダッ
カ市内を結ぶエアポート道路沿いに拡がっていたスラムは、次々と撤去されていった。 
ダッカ市内のスラムで最大の規模・居住者数を有していたのは、官庁やIDB（Islamic Development 
Bank）ビルを取り囲むようにして拡がっていたアガルガオンスラムである16。このスラムを一掃し
て都市開発を進めることは、政府にとっての一大関心事である。そのため、政府は 1999 年 8 月 12
日に警察官を動員して居住者を一斉に追い払おうとしたが、居住者は団結して「スラム強制撤去反
対！」のスローガンを掲げて抵抗した。これに対して警察官が空砲射撃2回、催涙ガス弾25発を放
ったために両者は激しく対立し、警察官 2 人を含む 50 人が負傷し、強制撤去は見送られた17。その
後、戦略を変更した政府によって、スラム居住者は徐々に追い出されていった18。また、出火原因不
明の火災もあったという19。2003 年８月に現地を訪れたときには、スラムにあった粗末な家屋の殆
どが撤去されていた。翌 2004 年 3 月、スラム跡地の一部ではさかんに工事が行われ、同年 12 月に
は、近代的な道路と化していた。2005 年現在、特別な理由を有する一部のエリアを除いて、アガル
ガオンスラムはあとかたもなく撤去され、新たな開発が進められている20。だが、そうした状況下で
あっても、子どもたちが路上でパンケーキを焼いて売ったり、貧困層がバナナや飲料水、煙草等を売
り歩いたりする様子が見られた。 
                                                 
ところで、バングラデシュ統計局は、1999 年に、ダッカ、チッタゴン、クルナ、ラジシャヒにあ
る各スラムを主たる対象とした調査結果を報告している21。この報告書では、「スラムのある地域・
規模、スラム名、居住者数と世帯数、識字率、家屋の種類と所有形態、トイレの有無・種類、都市に
移動した理由、農地の所有状況、職種」等に関するデータが記載されている。中でも、エリアごとの
居住者数・規模に関する情報は詳細かつ正確である。「ダッカに移動した理由」を見ると、「職を求め
て」（41.8%）が圧倒的に多く、続いて、「河川の浸食による屋敷地の喪失」（19.0％）、「収入が不十
分」（18.7%）、「農村を追われた」（13.3%）となっている。また、ダッカに移動した人々の約8割は、
 
16 IDBビル内には、JICAやUNDP等の国際機関が事務所を構えている。1998年の大洪水以降、JICA事務所
は高層ビルを求めてここに転居したが、現地の政府役人同様、アガルガオンスラムの存在を忌み嫌い、また、恐
れてもいた。隣接していたスラムの撤去についてスタッフに尋ねてみたが「出勤したらスラムがなくなっていた
が、いつのことなのかは覚えていない」と言う。一方、スラム跡地周辺に滞留する居住者は、「年明けの寒い季
節にスラムが撤去された」と話している。2002年8月にはこのスラムが存在していたことから、2003年1月
ころに大部分が撤去されたものと考えられる（なお、2006年8月現在、JICA事務所はグルシャンにある）。 
17 The Daily Star, August, 13, 1999. （USA Today , August, 13 ,1999.では、負傷者は30名と記載されている）。 
18 政府役人や警察官が来て「数日以内にここから退去しない場合、家屋を強制的に撤去する」と脅す。数日後、
人々が深い眠りについている深夜過ぎに警察官が世帯主を強制連行する。こうした事態を恐れ、自主的にスラム
から去らざるを得なかった貧困層も多くいる(かつてアガルガオンスラムに居住し、スラム撤去後もこの地域に
滞留している貧困層からの聞き取り調査 [2004年3月22～26日] による）。 
19 火災の原因について「政府役人は、貧困層は火の後始末も出来ないと責任を押し付けてくるが、密集してい
るがゆえに火災など出さないようにしているのが我々の生活の基本だ」とかつての居住者は話している(同上調
査による)。 
20 人々がこの周辺に居住したのは、政府が買収した土地にさまざまなビルが乱立しているがゆえのことで、そ
こで自己雇用（リキシャ引きや路上での物売り）を通して、僅かでも現金収入が得られるからである。 
21 BBS, Census of Slum Areas and Floating Population 1997, October 1999. この統計書が発行されてから、
スラムの強制撤去は勢いを増している。 
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土地なし農民である。つまり、スラム居住者の多くは、疲弊した農村を離れ、職を求めてダッカへと
移動してきた人々であるということが理解できる。しかしながら、この統計書では、スラム居住者の
出身地に関するデータは記載されていない。 
BIDS の研究員であるプラチマ（Pratima Paul-Majumder）は、アガルガオン地区でスラム居住
者に関する大規模な調査を実施してきた。その調査結果から、スラム居住者の中に、クミッラ県出身
者が含まれていることが分かる。表1-8は、アガルガオンスラムに移動してきた人々の出身地を各年
代別に見たものである。この調査結果によると、アガルガオンスラムに移動した人の出身地で最も多
いのは、ボリシャル県、フォリドプル県であるが、クミッラ県がそれらに続いている。 
 
表1-8：ダッカ･ アガルガオンスラムに移動した人の出身地（1970～1985-88年） 
                                                   単位 : % 
出 身 地  
  
  年 
調査対象 
(人、％) ダッカ ｼﾞｬﾏﾙﾌﾟ
ｰﾙ 
ﾏｲﾒﾝｼﾝ ﾌｫﾘﾄﾞプ
ル 
ﾎﾞﾘｼｬﾙ ク ミ ッ
ラ 
ノアカ
リ 
ﾛﾝｸﾞﾌﾟﾙ その他 
1970年 31(100%)    11.7      _     3.9    27.5    29.4    15.7     1.9     3.9     5.8
1971-74 74(100%)    12.2     8.1     2.7    24.3    31.1    10.8     4.1     4.1     4.7
1975-79 63(100%)     7.9     1.6     3.2    19.0    20.6    22.2     1.6    15.8     7.9
1980-84 61(100%)    13.1    13.1     3.3    24.6    24.6     9.8     1.6     8.2     1.6
1985-88 30(100%)    10.0    10.0    13.3    16.7    13.3    16.7     6.7    10.0     3.3
合計 299    10.3     6.0     4.1    21.4    23.4    13.4     2.7     4.7     4.3
出所 : Pratima Paul-Majumder Simeen Mahmud Rita Afsar, The Suquatters of Dhaka City - Dynamism in 
the Life of Agargaon Squatters, Dhaka：The University Press Limited, August 1995, p.66. 
 
こうした農村から都市への移動について、筆者は 1999 年（1 世帯）、2000 年（30 世帯）と 2002
年（34世帯）にダウドゥカンディ郡農村に居住する貧困層から聞き取り調査を行った。そこでの人々
の回答は共通していた。すなわち、「農村で何とか生活を維持でききるうちはいいが、ここで生活で
きなくなって、家族全員が追われるようにしてここを出てゆかなければならなくなることが最も深刻
な問題だ。そのような人々をこれまでにも見てきているが、それは本当に大変なことだと思っている。
都市に移動したあとの生活もより大変だと聞いている」というものである。 
 また、近年バングラデシュでは、単身もしくは友人と連れ立って都市へと移動する子どもたちが急
増している。こうした子どもたちの現状を明らかにすることを目的として、バングラデシュ社会福祉
省社会福祉局は、UNDPの経済的援助を受け、ダッカ、チッタゴン、ラジシャヒ、クルナ、ボリシャ
ル、シレットで「ストリートチルドレン」22と称される子どもたちの実態調査を実施した。そこでの
調査結果から、ダッカ市内では推定 33 万 4807 人のストリートチルドレンが確認されており、その
子どもたちの出身地は、ボリシャル（34.4%）、フォリドプル(19.0)、マイメンシン(16.6%)、クミッ
ラ(14.9%)、ダッカ市郊外(9.5%)、その他(5.5%)なっている23。ストリートチルドレンの発生要因も、
                                                  
22 Street Children という用語はHome Childrenの対極にあり、差別的な意味合いを含む。1980年代に、ユニ
セフはラテンアメリカでの経験から「子どもと家族の結びつき」を軸として、Street Children それを、Children 
of the Street とChildren on the Streetに大別している（Save the Children, 1994：p15.）。世界各国はこれを
基本としながらも、その定義はそれぞれ異なっている。バングラデシュ社会福祉省の調査では、各国の定義を参
照したうえで、Street Childrenの定義を４つに分類しており、いずれもChildren on the Street と表現してい
る（Department of Social Services Ministry of Social Welfare, September 2001：p.5.を参照されたい）。また、
ユニセフバングラデシュでは、子どもたちの状況に配慮して、Street Childrenという表現を避けている。路上
での生活/労働を余儀なくされている子どもたちが、この呼称を嫌がっているからである（ユニセフバングラデ
シュでの聞き取り調査による）。 
23 Ibid., (2001), p.37.なお、この他に6冊の報告書が作成されている。      
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基本的には農村の貧困と関係している。 
農村でさまざまな権利を剥奪されている子どもや成人たちは、疲弊した農村から押し出され、都市
での生活に一縷の望みを託すのであるが、そこでも貧困から脱出できず、新たな問題に直面すること
を余儀なくされている。すなわち、「農村の貧困」が解消されない限り、農村から都市へと移動する
子どもと成人は増加し続けるであろう。そして後述するように、今日バングラデシュが抱えるさまざ
まな社会問題は、先進国主導による援助や開発が関係しているのである。 
 
第３節 指令による農村開発―コミラモデルの実像  
                                                 
3.1   アメリカの目論見―「緑の革命」導入に向けて 
3.1.1  コミラモデルの実像－アメリカの関与 
日本国内の研究論文を見ると、バングラデシュの独立以前に導入された「コミラモデル」を詳細に検討
しているものは、管見の限り存在しない。バングラデシュの農村開発に関するいくつかの研究の中で「コ
ミラモデル」が紹介されている程度である。京都大学東南アジア研究センターは、「バングラデシュ農業・
農村開発研究」(1986-90）と「バングラデシュ農村開発実験」（1992.6-1995.12）から成る「研究と実験」
を日本ODAの一端を担うかたちで行ってきた24。後者の研究で、海田・サレハは「農村開発の型」を整理
しており、政府による農村開発として「コミラモデル」が紹介されている。そこでは、「コミラモデルは、
1950年代の終わりから1960年代半ばにかけて、アクタル・ハミッド・カーンという、強烈なカリスマを
もった指導者によって完成された、ひとつの農業開発へのアプローチである」（海田・サレハ、1996年5
月：p.7.）と記されている。しかし、アメリカの関与については触れていない。 
また、村山真弓は、「開発におけるコミュニティーと住民組織化―バングラデシュを事例として―」
と題する論文の中でコミラモデルを取り上げ、主に協同組合の役割について論じている（村山、
2004：35-84頁)。村山は、「アカデミーの創設には、フォード財団の資金援助でミシガン州立大学が
その素案作成に中心的役割を果たした」(村山、2004 年：50 頁)ことに触れ、協同組合の役割につい
ては、「農業技術および投入財、サービスの普及手段、そして資本の蓄積手段であり、細切れの小規
模な農地というハンディキャップを補填し、一種のスケールメリットを生み出す装置ということにあ
った」(村山、2004年：53頁)と評価している。 
クミッラ県にある BARD 付属図書館では、コミラモデルの具体的な実施状況に関する資料がアク
タル・ハミッド・カーン（Akter Hameed Khan）直筆分も含めて保管されている。先ず、アクタル・
ハミッド・カーンは、コミラモデルの４つの柱として①TTDC（Thana Training and Development 
Center：郡研修開発センター）、②RWP（Rural Works Programme : 農村公共事業計画）、③TIP
（Thana Irrigation Program : 郡灌漑計画）、④TTCA（Two-tire Cooperative System : ２段階協同
組合組織）を掲げている（Khan, 1997：p.1.）。そして、現地でも「コミラモデルは、アクタル・ハ
ミッド・カーンによる実績」としてとらえられており、それが否定的にとらえられることは少ない。
特に、コミラモデルによって既得権益集団となった KTCCA メンバーたちは、今でも彼に対して厚
い信頼を寄せており、『年次報告書』（2003年度版）の１頁目全面には彼の顔写真が掲載されている。
というのも、アクタル・ハミッド・カーンが KTCCA を創設し、そのことによって自分たちの生活
が向上したと認識されているからである。また、BARD 図書館１階にも彼の拡大顔写真が飾られて
おり、同館３階には、当時アクタル・ハミッド・カーンが使用していた部屋が、机や椅子、本棚と共
に保存され、敷地内で唯一撮影禁止の場所となっている。しかしながら、コミラモデルは、本当に彼
自身による構想に基づいて実施されたのであろうか。現地で収集したいくつかの資料を付き合わせる
と、その背景にアメリカの存在があったことが浮かび上がってくる。 
序章でも見たように、東西パキスタンとして独立した後、アメリカは西パキスタンに対して多額の
 
24 その成果は、『東南アジア研究 ＜特集＞バングラデシュの農業と農村』第28巻３号、京都大学東南アジア
研究、1990年12月と『東南アジア研究 ＜特集＞バングラデシュ農村開発研究』第33巻１号、京都大学東南
アジア研究、1995年6月において報告されている。 
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援助資金を供与してきた。特にアユブ・カーン政権においては、アメリカとの結びつきが強固であっ
た。そこで浮上するのは、ハーバード・アドバイザー・グループとの関係である。西川潤は、「米国
は 50 年代初めに、共産主義封じ込め戦略の枠内でパキスタンに接近し、武器・食糧援助をてことし
て、この国の経済に大きな影響を与えることになった」「パキスタンの近代化を促進すべくハーバー
ド大学の開発計画チームが送りこまれて、米国援助の『ショーウインドゥ』づくりがすすめられた」
（西川潤、1976年b：p.34. ）と指摘している。また、マハブブル・ラーマン（Mahbubur Rahman）
は、「アユブ体制下の農村事業計画、すなわち、パキスタンの計画委員会であるハーバード・アドバ
イザー・グループのR.V.ギルバート（R.V.Gilbert）による新構想は、農村開発の試金石として考えら
れていた。その実験は、1961年10月以降PARD（現BARD）で行われ、やがてバングラデシュ全土
に拡げられていった」25と述べている。さらに、アクタル・ハミッド・カーン自身が、晩年次のよう
に述べている。「コミラモデルは、私のアイディアではなかった。それはアメリカのアイディアであ
り、私が行った全ては、その計画を正確に実施することであった。コミラモデルが導入された背景に
は、東西冷戦体制があった。ハーバード・アドバイザー・グループは、共産主義への代案を探求する
ためにアジアで各種モデルを普及させていた」26。つまり、「コミラモデル」は、冷戦体制下でのア
メリカの世界戦略と深く結びついていたのである。 
さらに、BARD設立に至るまでの経緯を見ると、アメリカの関与がより一層明らかとなる27。1956
年、パキスタンの内閣決議（案）において、農村開発のための研修と再教育を目的とした２つのARD
（Academy for Rural Development）をクミッラ（東パキスタン）とペシャワール（西パキスタン）
に設立することが決定された。そして、その実現に向けてフォード財団から財政援助が約束されてい
た。フォード財団は、２つのアカデミーをバックアップするための機関としてミシガン州立大学を指
定した。その任務は、アカデミーの設立とプログラム開発のためにアドバイスや支援を行うことであ
る。同年 6 月、ARD設立計画の草案作成のためにミシガン州立大学４学部の教員がパキスタンを訪
れ、2ヵ月後の8月に草案が政府に提出された。その後1957年6月には、パキスタン政府、フォー
ド財団、ミシガン州立大学の 3 者間で、フォード財団からの 100 万ドル以上の財政援助を含む技術
援助に関する協定が締結された。そして同年 7 月、「村落開発のためのパキスタン・アカデミー設立
計画―ペシャワールとコミラ(Scheme for Pakistan Academy for Village Development -Peshawar 
and Comilla)」が、パキスタン政府によって公式的に承認された28。ここで承認された設立計画書と
ミシガン州立大学案には、１つだけ相違点があった。それは、アカデミーの監督機関をどのように配
置するかということであった。ミシガン州立大学の草案では、東西パキスタンからそれぞれ担当大臣
と代表者メンバーを選び、首相が議長を務める唯一の部局をおくというものだが、これに対して、設
立計画書の方は、ペシャワールと クミッラのアカデミーそれぞれに部局を設けるように計画されて
いた。結局、ミシガン州立大学の案は変更され、それぞれのアカデミーが準自立的（準自治権のある
機関として）に運営していけるよう２つの部局が設置された。クミッラ・アカデミーを担当する部局
メンバーは、議長にチーフ・セクレタリーが、その他、政府関係者（10人）、ダッカ大学副学長、非
役人（2名）の計14人が選出された。1958年4月には、BARDの初代所長としてアクタル・ハミッ
ド・カーンが、その他 10 人のインストラクターが任命された。彼らは「農村開発の特別オリエンテ
ーション（Special Orientation in Rural Development）」を受講するために、翌5月からペシャワー
ル・アカデミーのスタッフと共にアメリカに滞在し、ミシガン州立大学で９ヵ月間の研修を受け、ま
た、6週間に及んでヨーロッパとアジアの農村開発プログラムを見学した後に帰国した。 
 
                                                  
25 Khan and Husain, October 1985：p.96. にマハブブルの見解が記載されている。 
26 South Asian Magazine, August,1998, Vol.11 No.8.（http://www.himalmag.com/Aug98/imterview.htm） 
27 Khan I, 1977：pp.349-350., Smith, 1979：pp.7-29.より構成している。 
28 アカデミーの名前は、草案ではPakistan Academy for Village Developmentであった。1962年10月、
Pakistan Academy for Rural Developmentに改名され(Khan I, ibid., p.352.)、バングラデシュ独立以降は
Bangladesh Academy for Rural Development(BARD) と改名されている。本論では、BARDを使用している。 
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3.1.2 アクタル・ハミッド・カーン 
BARDの初代代表となったアクタル・ハミッド・カーン29はどのような人物であったのだろうか。
彼は、誇り高きパターン人(Pathan)であると同時に敬虔なイスラム教徒である両親のもと、インドの
アグラで 1914 年７月 15 日に生まれた。幼い頃から知的好奇心が旺盛で、彼の弟が「食事中にも左
手から書物を離すことはなかった」と伝えているほどである。1934年にはアグラ大学でM.A.を取得
し、イギリス統治下にあったインドで最も難関のICS(Indian Civil Service)試験に合格した。その後、
ケンブリッジMaudline CollegeでICSの研修（1936-38年）を終え、帰国後に初めて就いた職がクミ
ッラ県行政長官（Magistrate ）のAssistant（1938 年）である。彼はその頃からベンガル語の勉強
を始め、後にはウルドゥールなまりのベンガル語を流暢に話していたという。 
だが、翌 1939 年頃から、行政サービスへのストレスが増大していった。不充分なサービス内容、
人々が参加の機会を得られないこと、戦時下での抑圧や不正、貧困の諸状態に直面し、ICSに対して
幻滅を覚えるようになった。特にベンガル大飢饉（1943 年）に際して多くの人々の惨状を目の当り
にするが、彼は、「炊き出しによる食料供給は本質的な問題解決にならない。貧困層が自らの収入を
得られる機会を確保することこそが重要」と考えていた30。そして、飢餓・貧困に苦しむ人々への植
民地支配に異議を唱え、1944年にICSを辞職した。彼は1939年に結婚しているが、貧しい生活を営
むことを決意して家族と共にアリーガルに近いマモーラ村に移住し、やぎや水牛の飼育を始めた。ま
た、鍛冶屋での見習い奉公となって鍵の製造技術を学び、錠前師として熟練した後、錠前師の協同作
業所を設立した。ここでの生活は2年間であった。 
東西パキスタンとしてインドから独立した後の1947年、彼は教育者となり、デリーの中学校長やカラ
チのイスラミック・カレッジでの講師（イスラム史と英語を担当）を務めた。そして1950年、彼はクミ
ッラ・ヴィクトリア・カレッジの校長となり、再びクミッラの地をふんだ31。KTCCAのメンバーによると、
彼は派手な衣類は着用せず、「カディ（手紡ぎ布）」32を身に着けてよく農村を歩き回っていたという。特
に授業料を納められない生徒の家庭を１軒１軒訪問し、その原因が貧困にあることを知って心を痛めてい
た。その当時の農村について、彼は以下のように記述している。「村がいかに放置されているかについて目
を向けよ。村は、参加機会のない場所、すなわち、失業者、苦汁労働、（洪水や干害の被害による）不安定
な作物の収穫、汚さ、病気、退屈さを有している場所だ。当然のこととして、より多くの人々が村を離れ
たがる。しかし、不幸にも、村は我々国民の生活の基礎である。それは、危険で脆弱な基礎である」（Smith, 
1979：p.13.）。また、晩年には「私は、社会主義にも資本主義にも関心はなかった。ただ、人々の貧困を
助けたかった。コミラモデルはそのための有効な手段と考えていたのである」33と述べている。彼の関心
は、貧困層の生活向上に向けられていたと考えられる。また、ウルドゥール語を強要しようという西パキ
スタン政府の政策があったにも関わらず、彼は農村居住者とベンガル語で対話していた。それゆえ、クミ
ッラ県農村の人々は、アクタル・ハミッド・カーンを受け容れていたのであろう。このように、クミッラ
                                                  
29 アクタル・ハミッド・カーンに関しては、Smith, 1979：pp.10-16., BARD, 1983., South Asian Magazine, 
op.cit.,の他、KTCCA議長・メンバー及び、父親がアクタル・ハミッド・カーンと仕事をしていたというH氏
（クミッラ県コトワリ郡農村居住・農家経営）からの聞き取り調査（2004年12月27日と2005年1月1日）
より構成した。 
30 食料配給については、ガンジーも同様の見解を示している。ガンジーは、「食料の無料配給はこの国を退廃さ
せものであり、怠惰、無為、偽善、さらには犯罪までも助長してきた。このような誤った慈善事業は、寄付をし
た人に満足感を与えるだけであり、寄付ではなく仕事を与えることのほうが賢明である」と述べている（ガンジ
ー、1999年：p.78.）。 
31 アクタル・ハミッド・カーンは、Village Agricultural and Industrial Department(V-AID)の所長代理を務め
た時期（1954-55年）を除いて、1957年までクミッラ・ヴィクトリア・カレッジの校長を務めた（BARD, 1983：
p.v.）。 
32 綿花から糸を紡ぎ、その糸をチャルカ（紡錘）に巻き取ってからはたを織ることで紡がれる布。ガンジーが、
当時インドを植民地支配していたイギリスの機械織綿布に抵抗しようと普及させたもので、当時はスワデシ運動
と呼ばれていた（詳細は、M.K.ガンジー、前掲書を参照されたい）。ガンジーは、現在のインドのみならず、当
時の東ベンガル州にも立ち寄り、チャルカやカディを普及させることに努めた。 
33 South Asian Magazine, op.cit. 
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県にゆかりの深いアクタル・ハミッド・カーンは、上述したようにBARD初代所長に任命されるのである
34。 
 
 3.13  BARD設立・「緑の革命」導入に向けての研修（1958年～） 
1959 年 4 月に開設したBARDの建物は、当時ムスリム教会として知られていたクミッラ市中心部
の古い建物を使用していたが、同年7月28日、クミッラ市中心部から１マイル離れた旧アブホイ・
アスラムに移転した。その後、1963 年 2 月にその建物をKTCCAが売却したため、BARDは、1963
年4月に現在の場所に移転した35（なお、建物が完成したのは1964年である）。     
BARDは、農村の近代化に関連した宿泊研修を行う機関（施設）である。また、それは政府役人の指揮下
で調査や試験的な実験を行う機関として機能するよう期待されていた。そのため、当初の職員配置とスタ
ッフの研修及び啓発、図書館資料の選定、その他もろもろのサポートは、ミシガン州立大学が行った。開
設時のスタッフは、所長1名、副所長4名（経営、プロジェクト、研修、調査）、インストラクター6名、
準インストラクター3名、調査員1名、調査補助19名、研修役人2名、図書館員1名、準図書館員1名
である。スタッフは、①研修、②パイロット・プロジェクトの実験、③調査という３つの主要な目的を果
たさなければならなかった。中でも、研修とパイロット・プロジェクト（次節参照）は、後に近代農法を
実施するための重要な要素であった。研修における理論・実践の枠組みを抜粋すると以下のように記載さ
れている（Khan N, 1977：pp.353-355.）。 
（1）理論 
 ① 農村経済学 
 (a) 全国開発における経済的要因、(b) 経済成長への代替的アプローチ、(c) 開発計画、(d) 農村経
済、(e) 灌漑・新種の農作物・耕作方法改善の経済学 
 ② 農村行政 
 (a) Rural Governmentの概念、(b) Rural Governmentの歴史、(c) コミラでの農村行政の実験、
(d) Public Work Programme 
 ③ 社会学、社会心理学、コミュニケーション 
 (a) バングラデシュ農村の社会構造、(b) 農村集団・派閥・リーダーシップ、(c) 新しいアイディア・
実践の普及、(d) 地域開発の諸原則と代替的アプローチ、(e) 全国開発における社会・心理的要因、
(f) 全国開発と近代化の理論、(g) インド・バングラデシュの農村開発の歴史、(h) インド、フィリ
ピン、その他の国々での地域開発プログラム 
④ 協同組合と農村のビジネス経営 
(a) 協同組合運動の起源と歴史、(b) インド・バングラデシュでの協同組合運動、(c) ユーゴスラヴ
ィア、アラブ首相国連邦、デンマーク、その他の国の協同組合、(d) コミラ協同組合プロジェクト、
(e) 農村ビジネスと交易のパターン 
⑤ 農業調査と拡大 
 (a)稲の新品種、(b) 稲の調査―試験栽培・種子の繁殖・収穫量の比較、(c) 拡大プログラムのため
の研修の原則、(d) インド・アメリカ・日本・他の国々での拡大アプローチ、(e) 灌漑と機械化 
 ⑥ 教育 
 (a)バングラデシュの農村教育の問題、(b)デンマーク国民学校、(c)アメリカのランドグラントカレ
ッジ、(d)コミラでの成人教育とFeeder School、(e)青年プログラム 
                                                  
34 彼はBARDでの所長任務を1971年まで務めたが、この間にアカデミー・部局の副議長も兼務していた。そ
の後、パキスタンLvallpurの農業大学でのResearch Fellow(1971-72年)、カラチ大学経済学部(1972-73年)、
ミシガン州立大学の客員教授(1973-1979年)に就任した。また、ペシャワールPARDのアドバイザ (ー1973-75
年)、バングラデシュボグラの農村開発アカデミーのアドバイザ (ー1978-79年の７ヶ月間)を勤め、1980年以降
は、カラチに設立したオランギ・パイロット・プロジェクト（NGO）の所長を勤めた(BARD, 1983)。 
35 後述するように、アブホイ・アスラムには、パイロット・プロジェクトの実験、KTCCAや郡役人が使用す
る事務所としての目的等が残されていた。また、後に郡研修開発センター（Thana Training and Development 
Center ）として使用されるようになった。 
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⑦ 公衆衛生、家族計画、女性のためのプログラム 
(a)バングラデシュの公衆衛生、(b)女性の役割に関する変革 (ⅰ) 東アジア、（ⅱ）バングラデシュ、
(c)産児制限と経済開発、(d)家族計画プログラム導入の実験、(e)パキスタンの家族計画、(f)コミラ
における女性のプログラム、(g)コミラにおける家族計画プログラム 
（2）実地研修－農業拡大、機械置き場、協同組合の現場監督部門、協同組合の貸付部門、中央協同
組合の会計・予算部門、乳製品製造、冷凍貯蔵、家禽、精米所、その他のビジネス。 
（3）フィールド訪問－研修生は、何度もパイロット・プロジェクトのさまざまなセクションを訪問
し、農村でのKSSの仕事を観察する。 
（4）視聴覚－講義には、スライド、フリップチャート、視聴覚教材を使用する。 
(5) オリエンテーション・プログラム－アカデミーの紹介、研修プログラム、調査プログラム、情
報交換と宣伝、 パイロット・プロジェクト、現地調査についての説明。 
このように、BARD で実施された研修内容を見ると、農業開発＝農業の近代化に止まらず、行政
や教育・保健・家族計画といった農村の社会構造の変革にまで及んでいることが分かる。そこには、
「緑の革命」を導入・普及しようとするアメリカの意図が強く反映されている。 
「緑の革命とは、熱帯地域の条件に適した米、小麦、雑穀類のボロ稲の採用とその栽培技術の普及現象を
指す」（西川潤、1973年：p.49.）。こうした新しい技術の導入は、アメリカによって1940年代始めころか
ら準備されていた。「この当時、アメリカは、メキシコの農業技術開発を支援するために科学者代表団を結
成し、1945年には、メキシコ農務省のなかにロックフェラー財団とメキシコ政府の共同事業としての特別
研究室がつくられた。さらに、メキシコ研究計画責任者とロックフェラー財団幹部が、戦時中にデュポン
の秘密試験所にいたノーマン・ボーローグをメキシコの植物育種計画に招いた。彼は、1954年までに矯正
小麦の『奇跡の種子』を作り上げていた」36。1956年には、ロックフェラー財団とメキシコ政府の共同計
画により、メキシコにCIMMYT（Centro International de Mejoramientio Maizy Trigo）が建設され、「奇
跡の種子」は、メキシコのみならず、インドを始めとするアジア各地域に普及していった。さらに、ロッ
クフェラー財団とフォード財団は、1960年にフィリピンのロス・バニョスにIRRI（International Rice 
Research Institute；国際稲研究所）を建設して稲の品種改良にも乗り出し37、後にフィリピンを始めバン
グラデシュにも導入されるIR-8等の多収穫新品種を誕生させた。「これらの新品種は、いずれも単位面積
あたりの収穫量を増大することを可能とさせる」（西川潤、1973年：p.49.）。 
アメリカがこうした多収穫新品種開発と栽培技術の普及に力を注いだ背景には、東西冷戦体制下の世界戦
略において、新興独立諸国に対して共産主義代替案を模索していたからである。1952年には、アジアの新
政府の多くがアメリカとイギリスが主催したコロンボ計画に加わり、日本もその中の１国であった。「この
計画は、アジアの農村改善を、共産主義の魅力を抑えるための手段として打ち出していた」（シヴァ、1997
年：p.45.）。アメリカのこうした動きが、上述した研修内容に如実に反映されていると言えよう。 
BARDでの最初の研修は、1959年8月に東パキスタン行政官 (Executive Class Ⅱ) 10人を対象
として行われた。研修内容は、農村開発におけるさまざまな見地を主題として２ヵ月に及んで実施さ
れた。同年、21 のグループ、計 421 人が研修に参加した。この時研修を受けた人々には、後にサー
クル・オフィサーと称されるようになる政府役人、 V-AID プログラム・オフィサー、ユニオン評議
会議長とセクレタリー、郡の農村オフィサー、大学教員・学生たちがいた。その後、1969 年までに
は、50のカテゴリーに分類される人々が研修を受けているが、その殆どは政府役人であった（Khan 
I, 1977：pp. 355-357）。 
                                                  
36 シヴァ、1997年：29-30頁 (建国以来、食糧生産の基礎として、世界中から種子を集めてきたアメリカは、
戦後いち早く種子の専門家を日本に派遣していた。その１人であるサーモンが日本からアメリカに農林10号を
持ち帰り、後にノーマン・ボーローグによってメキシコ反矯正小麦が生み出された（NHK取材班、1982年：
40頁)。 
37 「経費として、フィリピン政府は、土地の一部を提供し、研究所に対する全面的免除措置を法令化し、フォ
ード財団は700万ドル余の建設費のほかに研修生のための経費（年に25万ドル内外か）を負担、ロックフェラ
ー財団は、数名の職員をスタッフとして研究所に送り、年間経費（150万ドル内外か）を負担しているといわれ
る」（アジア経済研究所、1968年：74頁）。 
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こうして、アメリカのシナリオによって建設された BARD で、アメリカによって周到に用意され
た研修が、既得権益集団を対象に展開されていった。そして、バングラデシュに「緑の革命」を導入
するための下地が、アメリカの目論見によって着実に築かれていったのである。 
 
3.2  緑の革命―クミッラ県での実験 
3.2.1  既得権益集団の動員（1959年～） 
1960年、BARDは、Comilla  Kotowari Thana Council（クミッラコトワリタナ委員会）の設立
と同時に、現地調査と村の状態・ニーズの観察を基礎とした農村開発の実験をコトワリ郡で開始した
38。その目的は、①農村経営にとって有効なシステムを研修プログラムと連動させて開発する、②協
同組合を組織して、村の経済・社会を再編成する、というものであった（Khan N. 1977：p.358.）。 
すなわち、それは、既得権益集団を動員して研修を実施し、近代農法＝緑の革命を普及するために協
同組合を組織化するということであった。その根底には、この実験に成功を収めることができれば、
バングラデシュ全土で緑の革命に着手することができる（Khan N, 1977：p.357.）、というアメリカ
の目論見があった。そして、この実験的なプロジェクトのシナリオは、ハーバード・アドバイザー・
グループのR.V.ギルバートによって用意されていた（BARD, 1983：p.95.）。しかし、先に見たBARD
建設と同様、アメリカによる支配・影響力は、過去・現在ともに前面には打ち出されていない。この
実験的なプロジェクトもまた、「アクタル・ハミッド・カーンによる業績」と謳われているのである。 
さて、この実験は、①さまざまな国家建設部門の役人、②サークル・オフィサー、③郡委員会、④
コトワリ郡の12ユニオン評議会を動員することから始められた（Khan N, 1977：p.358.）。そこに
は、これらの既得権益集団に近代農法の有効性と実施方法を理解させ、彼らを媒介として村のリーダ
ーたちと協同組合に効率的に近代農法を普及させようという意図があった。そこで、先ず国家建設プ
ログラムに責任のある郡レベルの役人が、アブホイ・アスラムにある郡本部に配置された。そして、
郡委員会の計画が作成されている。この郡本部は、後の1963年2月に郡研修開発センターとなった。
郡本部に配置された役人は、サークル・オフィサ （ー後の調整員）の他、農業、植物保護 、畜産学、
漁業、教育、農村産業拡大サービス、協同組合会計監査員をそれぞれ担当した。彼らは同じキャンパ
スに配置され、郡委員会の下で農村事業 に関連した意見交換を行った。後には、彼らもまた郡研修
開発センターの指導者となって、村のリーダーたちに新しい技術を教えなければならなかった(Khan, 
N, 1977：p.358.)。BARDの研修インストラクターにとっても、郡研修開発センターでの指導者とし
ての任務を果たすことが最初の任務であった。つまり、彼らは、近代農法を効率よく普及するうえで
の媒介者としての役割を負わせられていたのである。これらの指導者たちは、村のリーダーたちに新
技術を伝えるだけではなく、彼らが TCCA や政府関係機関で有効なサービスを提供する担い手とし
て活躍できるように訓練しなければならなかった(Khan N, 1977：p.359.)。 
一方、1962-63年にサークル・オフィサー349人がBARDでのオリエンテーション研修を受講した。1969
年６月までには総数1,372人のサークル・オフィサーが研修を受けていることから（Khan, N, 1977：356.., 
BARD, 1983：p.103.）、特に初期の研修に力が注がれていたことが分かる。さらに、全ユニオン評議会議
長・議員は、ダッカとラジシャヒで開催された代表者会議に招待された。ここでは、首相自らが計画の重
要性を説き、アカデミー所長は、 クミッラでの実験を基礎としたRural Work Programmeの計画・実施
について論じた（BARD, 1983：p.104.）39。こうして農村の既得権益集団は、近代農法を普及・拡大する
うえでの媒介者としての役割を負わされていったのである。 
 
3.2.2  外圧による2段階協同組合－KSSとKTCCAの組織化（1960年～） 
既得権益集団を対象とした研修と平行して力が注がれたのは、2段階協同組合、すなわち、KSSとKTC
の組織化である。それまで、当該地域では、８～10人で構成する伝統的・相互扶助的な小グループ、すな
CA
                                                  
38 Khan, N, 1977：p.357. なお、Comilla Kotowari Thana Councilは、1961年12月にKTCCAとして再編
成された。 
39 なお、Rural Works Programmeは、PL480によって1961-62年に導入され、後にFood for Work Programme 
へと拡大していった（第２章参照）。 
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わちショミティを通して農作業を行ってきた40。KSSの組織化に際しては、それら伝統的なショミティを
利用したと考えられるが、1961年５月までに25のKSSが組織化され、その数は翌1961-62年には２倍以
上の59、1962-63年には110と、発足わずか3年間で４倍以上にも増加し、1970-71年には328のKSS
で総メンバー数が1万1239人にも達している（表1-9参照）。 
その活動内容は、 ①少額の貯蓄による資本形成、②改善された農業生産方法の学習及び採用、③共同
作業の計画作成、④協同組合のマーケティング、⑤メンバーシップ教育、⑥農業機械の共同使用、⑦農業
用水、電力、その他設備の共同使用である（Hasnat ,1993：pp.4-5.）。これらの活動を円滑に行うために、
KSSの組織化には小農がターゲットとされていた(表1-10参照)。1969年当時の クミッラでの農地所有状
況を概観すると、居住者のうち土地なし農民の割合（平均）は15％となっている。これに対して、KSS 
 
表1-9 : KSSの数とメンバー総数（1961-62～1970-71年） 
                                  メンバー総数、平均人数：人 
  年 1961-62 1962-63 1963-64 1964-65 1965-66 1966-67 1967-68 1968-69 1969-70 1970-71
KSS      59   110   122   152   154   225   261   301    316    328 
ﾒﾝﾊﾞｰ   1,860  3,156  3,833  4,710  5,161  8,462 11,518 11,673  11,151  11,239 
平均     31    28    31    32    32    37    44    38     35     34 
出所 : Hasnat Abdul Hye, Cooperatives-Comilla and After, Bangladesh Academy for Rural Development, 
September 1993, p.12. 
 
表1-10 : クミッラ県居住者の農地所有状況（1969年） 
 
農地所有面積（エーカー） 居住者平均（％） メンバー（％） 非メンバー（％） 
土地なし農民        15            2            24 
０－１            31           12            41 
１－２            24           43            13 
２－３            14           18            12 
３－５            11           16             7 
５以上             5            8             3 
 合計   100％ 合計   100％ 合計    100％ 
出所 : Ibid., p.14. 
 
表1-11 非農民によって組織されたKSS（1960-61～1966-67年） 
 
 年 KSSの数 メンバー総数（人） 
1060-61 4 _ 
1961-62 11 614 
1962-63  6 490 
1963-64 25 1,160 
1964-65 24 1,215 
1965-66 16 644 
1966-67 10 633 
注 : _は、原本にデータの記載なし。 
出所 : Ibid., p.38.より筆者作成。 
                                                  
40 父親がアクタル・ハミッド・カーンと仕事をしていたというH氏（脚注29に同じ）からの聞き取り調査に
よる。 
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メンバーの中には、土地なし農民が２％しか含まれていない。一方、非メンバーの中には、24％という高
い率で土地なし農民が存在しており、１エーカー未満しか農地を所有していない者41％を合わせると、そ
の総数は 65％にも達している。KSS メンバーの中で最も多く見られるのは、１～２エーカーの農地所有
者(43％)で、２～３エーカーの農地所有者(18％)、３～５エーカーの農地所有者（16％）と続いている。
一方、非農民によって組織された KSS も見られるが、1965-66 年以降減少に転じ少数となっている（表
1-11参照）。つまり、土地なし農民の大多数はKSS設立当初から農村開発への参加機会を剥奪されており、
１エーカー以上の農地所有者がKSSメンバーの対象とされていたことが分かる。 
次に、1961年12月、以下3点の機能を果たすことを目的としてKTCCAが設立された。それは、①KSS
のサポート、②政府による草案―協同組合を通して機械化された農業を導入するために実験を行う、③
BARDの研修・調査研究機関である（Khan I ,1977：p.360.）。その活動内容は、①政府系銀行への組合
員の貯蓄の預け入れと KSS メンバーへの貸付業務、②マーケティング、③農業機械の貸出とメンテナン
ス、 ④他の開発担当機関との連絡とメンバーのためのサービス及び投入財の調達、⑤研修と拡大サービス、
⑥灌漑と電化、⑦女性のためのプログラム等、農業以外の開発活動の計画・実行、⑧地方開発の計画・活
動の促進である（Hasnat, 1993：p.5.）。 
このKTCCAと KSSは、上下の２段階協同組合として編成されている。KTCCAから種子や化学肥料
等の購入、農業機械（トラクターやコンバイン）の使用とメンテナンスのサポートを受けるために、KSS
は 10 原則を遵守しなければならなかった。それは、①協同組合の組織化と登録、②毎週会合を開き、全
組合員が必ず出席する、③各グループから信頼できる人物を選出し、オルガナイザー・トレーナー養成の
ために毎週アカデミーの研修に通わせる、④正確に帳簿をつける、⑤KTCCA 監督下で融資を利用する、
⑥共同生産計画の準備、⑦改善された農業実践・技能の採用、⑧現金・物品を定期的に徴収し貯蓄する、
⑨KTCCAに加盟する、⑩定期的にメンバーの教育や討論の機会を設けることである（Hasnat, 1993：p.5.）。
つまり、KSSはKTCCAやBARDの監督下におかれていたのである。 
これら協同組合は、農民自らが内発的に形成したものではなく、アメリカの思惑によって組織させられ
た小集団である。KSSには強制的に10 原則を課して貯蓄や研修等を徹底させ、それを遵守できなければ
KTCCA からのサポートは受けられないというルールも課していた。そのため、貯蓄などできるような所
得水準にない貧困層は、必然的に KSS に加入することさえできなかった。こうした構造は、トップ・ダ
ウンの運営方式によって近代農法を導入し拡大させるための主要戦略であった。 
先ず、近代農法を個々の農民レベルまで普及させるには膨大な時間を要する。そのため、小集団を通し
て近代農法を普及させるという方法のほうが、効率が良かったのである。また、貯蓄を引き出すという方
法は、まとまった資金をつくるうえでの有効な手段であった。というのも、新品種は、灌漑設備の導入と
化学肥料・殺虫剤の多用によって収穫増が可能となるが、こうした近代的投入物を購入するためのまとま
った資本金を、大多数の農民は所有していなかったからである。さらに、それぞれが所有している農地や
労働力を集約させたほうが、新品種を普及・拡大するうえでも効率的であった。それゆえ、土地なし農民
は計画段階から対象には含まれず、小農が所有する細切れの農地・資金を集約させることに力が注がれた
のである。 
このようなアメリカの巧みな戦略によって、稲の多収穫新品種を導入するための準備が着々と築かれて
いった。西川は、インド、フィリピン、西パキスタンへの多収穫新品種の導入状況を詳細なデータに基づ
いて分析し「これらの事例をつうじて驚くばかりの共通性が見出される。それはいずれの場合も、多収穫
品種が60年代後半から突如として農業革命を引き起こしたのではなく、すでに50年代末から各国で着手
されて進行していた農業の近代化と集約化の戦略の枠内で、それをさらに急激に促進するような性質の技
術革新として、多収穫新品種が在来改良品種の掛合わせの上に開発され導入されたのである」（西川潤、
1973年：61頁）と指摘している。この論述通りに、バングラデシュでも同様の状況を見て取ることがで
きる。 
 
3.2.3  多収穫新品種-IR-8の導入・拡大（1966-67年～） 
IRRIでの研究成果として1966年に誕生した多収穫新品種IR-8は、1966-67年の乾季にさっそく協同組
合を通してクミッラ県に導入された。翌 1968 年、アクタル・ハミッド・カーンは近代農法に要する諸費
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用と換金（商品）作物売上額を明らかにするために、KSSとKTCCAで実験を行った（Khan, January 
1968.：pp.1-17.）。この実験に先だち、BARDに派遣されていた農業専門家は、耕作地60エーカーの場合、
１エーカーにつき45モンド（１モンド＝約37.3kg）の収穫量が見込まれ、なおかつ米１モンドにつき25
ルピー（当時１ドル≒５ルピー）の売上が得られると概算していた。これに基づき、KSSには、諸費用総
額5万6100ルピーに対して7万500ルピーの売上総額が見込まれる、と栽培意欲を喚起しながら指導が
なされた。だが、このKSSが用意することのできた耕作地の合計面積は 44 エーカーであった。これに対
して、１エーカーにつき 68 モンドの収穫量が見込まれるという楽観的な概算がなされ、諸費用総額 4 万
7800ルピーに対して売上総額7万7200ルピーという見積もりが示された41。しかしながら、KSSでの実
験結果を見ると（表1-12参照）、諸費用総額がこの見積もりを上回り、売上総額は見積もりを大きく下回
っている。そのため、収支は4,378.02ルピーのマイナスになった。 
 
表1-12 : 近代農法に要する諸費用と売上額 : KSS (44エーカー、1968年)              
単位：ルピ  ー
                    諸費用            売上額 
農業労働者日当合計    12,291.85 精米      2,355.5.モン
ド 
       44,865.56
種子          697.37 わら       2,200 モンド         2,200.00
化学肥料・殺虫剤        9,321.06  
機械と水        4,948.76  
運輸とマーケティング        1,847.42  
（経営費用小計） (29,106.46)  
農地借用       19,936.00  
利子        2,401.12  
      （間接費用小計） (22,337.12)  
諸経費総額              51,443.58 売上総額        47,065.56
注 : 1モンドは約37.3 kg。 
出所 : Akter Hameed Khan, A Cooperative Farming Project in Comilla(January 1968- June 1968) , 
Pakistan Academy for Rural Development Comilla, January 1968,p.5. 
 
一方、この実験では１エーカー当たりの米収穫量が53.5モンドとなり、在来種の収穫量を大きく上回る
結果となった。だが、ここで留意しなければならないことは、近代農法を行うための諸経費（Khan, January 
1968.：p.8.）は、表1-12に記載された項目に止まらないということである。この実験では、井戸建設資
金２万5,000ルピーがKTCCAとRural Work Programmeからの補助金で賄われていた。井戸のメンテ
ナンス料金500ルピーも無料であった。トラクター使用料金は、通常１シーズンにつき10万ルピーを要
するが、これもKTCCAからの補助金で賄われた。コンバイン使用料金は、通常23エーカー・107時間
に対して４万ルピーを要するが、この実験では、1,343.75ルピーで使用することができた。当時の農業労
働者の日当が0.75ルピ （ーSultan, August, 1969：p.59.）であったことを考えると、これらに要する費用
がいかに巨額であるかが分かる。よって、この実験結果から、多収穫新品種の作付けは収穫量を増大させ
るが、KSSでは巨額な補助金に依存しなければ近代農法をなし得ないということ、なおかつ、巨額な補助
金助成があっても諸費用が売上額を上回る可能性があるということが明らかになった。 
次に、KTCCAによる耕作地７エーカーでの実験結果から１エーカーに要する諸費用と換金作物の売上額
を見ると、アウス稲、アモン稲、ボロ稲においてそれぞれ利益を得ていることが分かる（表1-13 参照）。
                                                  
41 農業専門家が１エーカー当たりの収穫量を変更した根拠は記載されていない。また、１エーカーの収穫量が
68モンド、１モンドの価格が25ルピーの場合、44エーカーでの売上金総額は7万4800ルピーになるはずで
あるが、本文中にあるように、原本（Khan, January 1968.）では売上金総額（見積もり）は7万7200ルピー
と記載されている。 
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中でも IR-8を導入したアウス稲、ボロ稲の利益がアモン稲の利益を大きく上回っている。KSSとKTCCA
の費用項目で大きく異なるのは、１エーカー当たりの農地借用料金とそれに伴う利子である。例えば、
KTCCAでボロ稲栽培に要する間接費用は１エーカーにつき177ルピーであるのに対して、 KSSでは
507.7ルピーもの経費を費やさなければならなかった。つまり、近代農法の実施は、農地や資本金をより
多く所有している層に有利に働くのである。そのうえ、KTCCAは政府や外国援助による補助金という手
厚い保護を受け続けていた（Hasnat, 1993：p.44-45.）。 
このように、KSS と KTCCA での実験結果は対照的なものとなっていた。この時点で、近代農法の拡
大が小農の集合体である KSS に重い経済的負担を強いることは予想できていたはずである。それにも関
わらず、「緑の革命は米の生産量を飛躍的に増大させる！」というスローガンとともに近代農法の普及・拡
大に力が注がれていった。BARDのスタッフたちは「新品種の作付けによって食料自給が達成される」と 
 
表1-13 : 近代農法に要する諸費用と売上額 : KTCCA（７エーカー、1968年）         
 単位：ルピー         
          諸費用            売上額 
稲の種類        
収穫年 
アウス稲 
 1967 
アモン稲
 1967 
ボロ稲
 1968
稲の種類       
収穫年        
アウス稲
 1967 
アモン稲 
 1967 
ボロ稲
 1968 
農業労働者の日当合計  2,275  2,925  3,610 IR-8    258      255
種子     45     68    116 台北     143
化学肥料  1,252  1,387  1,045 パジャムⅡ      62    76      6
機械・水  3,997    652  1,630 Nigershail    17 
輸送・マーケティング     400   109 Latishail     6 
間接費用    716    558  1,239 その他     11   148 
  穀物売上総額    331   247    404
  わら    817   255    400
諸経費総額  8,285  5,950  7,749 売上総額  9,909 6,685 10,900
１エーカーに要する費用  1,184    856  1,107 １エーカーの売上金  1,416   955  1,556
注１：記載のないものは、原本にデータなし。 
出所：Ibid.,p.7. 
表1-14 : 農作物（乾季）の栽培状況（1965-66～1968-69年） 
                      単位 : エーカ  ー
               年 
農作物 
    1965-66      1966-67      1967-68      1968-69 
 IR-8      （なし）     39         2,177         4,336
 台北177    （なし）        592         2,228         2,356
 パジャムⅡ      （なし）   （なし）            15         1,458
 チャイナ Ⅰ     （なし）      （なし）    （なし）            16
 在来種ボロ     N.A.       1,722           942         1,042
 Shaittu N.A.       2,133          1,017           496
 じゃがいも         1,048         539           443           511
 すいか          210         251            79            64
 野菜          258         256           341           373
 さつまいも          445         732           789           596
 その他 N.A.         989           597           338
 合計        1,951        7,253         8,628        10,794
注 : IR-8、Taipei177、Pajam2、China１は1966-67年に、すいかは1964-65年にクミッラ県に推奨された。 
出所 : Nurul Islam Khan, Bangladesh District Gazetteers Comilla, Dacca: Bangladesh Government Press, 1977, p.366. 
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表1-15 : 化学肥料・殺虫剤を使用しているショミティ数と使用総量の推移（1962-63～1968-69年） 
単位：ポンド               
   年 1962-63 1963-64 1964-65 1965-66 1966-67 1967-68 1968-69 
 機関数      30         35         45       54         80        91       144 
 化学肥料  17,96,612  17,28,117  19,85,163  22,95,861  35,13,872  39,65,102  42,91,224
 殺虫剤      7,817     11,070     18,800    20,126     25,941     57,611     50,688
出所 : Ibid.,p.369. 
 
表1-16 : 灌漑設備の導入－井戸の数と灌漑面積の推移（1962-63～1968-69年） 
単位：エーカ  ー
     年 1962-63   1963-64     1964-65   1965-66   1966-67   1967-68   1968-69 
井戸        2        12         34         25         46         91      126 
灌漑面積        36       424      1,006      1,127      2,350      3,892      6,204
出所 : Ibid. 
 
いうことを切り札に、その作付けを奨励し続けた。BARDの専門家は農民に対してデモンストレーション
を行い、伝統的品種による作付けでは１エーカーにつき 15 モンドの収穫量しか得られないが、IR-8 によ
る作付けでは、１エーカーにつき60-70モンドの収穫量が見込まれる、栽培意欲を喚起しながら指導を行 
っていた42。これに対して、当初、これまでの生産方法を変えることに抵抗を示していた農民たちは感銘 
を受け、教育を受けたことのない多くの人々が素直にそれを受け容れたと言う43。 
そのため、1966-67年にはわずか39エーカーであった IR-8の作付面積は、1967-68年には2,177エー
カー、1968-69 年には4,336 エーカーと、飛躍的に拡大していった（表 1-14 参照）。その一方で、ベンガ
ルの人々が好んで食するじゃがいもの作付け面積は、1965-66 年には 1,048 エーカーであったが、その後
3 年間に約半分に縮小されてしまった。IR-8 の作付面積拡大に伴い化学肥料と殺虫剤の投入量は増大し、
井戸の設置と井戸による灌漑作付面積も拡大していった。1962-63年から1968-69年までのそれぞれの増
加傾向を見ると、化学肥料・殺虫剤の使用量は、それぞれ、2.4 倍、6.5 倍に増えている(表 1-15 参照）。
また、井戸の数は63倍にも増加し、井戸による灌漑面積は172.3倍にも拡大しれていった（表1-16参照）。
こうした近代的な投入物が、クミッラ県の自然環境や農地に及ぼす影響は計り知れない。 
 
 3.3  コミラモデルの矛盾 
以上見てきたように、多収穫新品種による作付けは米収穫量を増大させるものであったが、近代農法を
実施するための諸費用は巨額であった。そのため、KTCCA傘下にあるKSSには近代的投入物に関連する
補助金が用意されたが、それを利用できるのは、各KSSが近代農法に着手してからわずか２年ほどであっ
た。例えば、最初の年にはポンプ・化学肥料の利用は無料であったが、翌年は化学肥料のみが無料で配分
され、それ以降いっさいの補助金がなくなった。つまり、最終的にはKSSの少ない自己資金で全費用を賄
わなければならなかったのである。そのため、多くのKSSでは年々累積赤字が膨らんでいった。彼らは、
近代農法を普及させようとする政策によって新品種と高価な近代的投入物を押し付けられ、それに要する
費用が売上金を上回る状況下で、借金返済の義務を課されていったのである44。 
 
                                                  
42 BARD農村経済・管理課長M氏と(2004年12月30日)、H氏（脚注29に同じ）からの聞き取り調査（2004
年12月27日と2005年1月1日）より構成している。 
43 同上（H氏）からの聞き取り調査による（2005年1月1日）。 
44 クミッラ県ダウドゥカンディ郡V村の前KSSマネージャーからの聞き取り調査による（2004年12月30日）。彼の父親
もKSSマネージャーであったが、BARDやKTCCAからの勧めで1960年代後半に IR-8作付けを始めた。その初年度に収
穫量は増大したが、次年度以降から化学肥料・農薬等への経費がかさむようになっていった。そして近年、化学肥料の投入量
が増えたため、農地はやせ、生産性が著しく低下していると言う。 
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表1-17 : KSSのローンと負債額（1961-62～1970-71年） 
                                       単位 : 千タカ 
 
年 
ローン 
前年度繰越額 
ローン 
 
ローン 
合計 
返済額 未返済額 負債額 1人当たり 
負債額(タカ)
1961-62  236 236 69 176 137 74 
1962-63 176 385 561 216 354 222 70 
1963-64 354 519 873 287 578 358 93 
1964-65 578 725 1,303 552 751 446 91 
1965-66 751 796 1,547 660 887 471 91 
1966-67 887 1,670 2,557 971 1,586 1,035 112 
1967-68 1,586 4,244 5,830 1,801 4,029 2,926 254 
1968-69 4,029 2,930 6,959 2,354 4,604 2,993 256 
1969-70 4,604 1,713 6,317 1,774 5,442 
(4,543) 
2,693 242 
1970-71 5,442 
(4,543) 
1,554 6,097 1,115 4,981 2,768 246 
注 : 数値に誤差があるが、出所通り記載している。例えば、1969-70年の未返済額は、原本では5,442と記載
されているが、4,543の誤りと思われる。 
出所 : Hasnat Abdul Hye, op.cit., p.20.より筆者作成 
 
表1-18 : KSSの貯蓄（1961-62～1970-71年） 
単位 : 千タカ 
 
年 
 貯蓄  出資金   合計 年間資本蓄積 1人当たり 
年間資本蓄積 
1961-62      28       11        39         _        _ 
1962-63        82       41       123     84       27 
1963-64       151       69       220       97       25 
1964-65       170      135       305       85       17 
1965-66       202      214       416      111       22 
1966-67       287      264       551      135       16 
1967-68       554      549     1,103      552       48 
1968-69       831      780     1,611      508       44 
1960-70       975      874     1,849      234       21 
1970-71     1,192     1,021     2,213      364       32 
出所 : Ibid..p.18. 
 
表１-19 : KTCCAの補助金（1961-62～1985-86年） 
                                                                                単位：千タカ 
タイプ 項目 総計 
国家歳入助成金 機械化農業            2,859,760 
国家歳入助成金 井戸調査            2,575,500 
資本助成金 政府と対外援助           16,250,661 
出所 : Ibid..p.44. 
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表1-20 : KTCCAの収支（1961-62～1970-71年） 
                                         単位 : タカ 
年 総収入 総支出 年度収支 前年度繰越 収支 
1961-62       96,730       109,722     －12,992            0 －12,992 
1962-63      580,743      567,608    19,135 －12,992     6,114 
1963-64   1,949,901     1,806,158      143,743     6,114      149,887 
1964-65     2,829,783     2,736,948     92,835      149,887      242,722 
1965-66     3,819,612     3,779,099       40,513      242,722      283,235 
1966-67     4,155,103     4,027,236       127,867      283,235      411,102 
1967-68     7,961,728     7,776,741    184,987      411,102      596,089 
1968-69     8,088,932     7,830,983    257,549      596,089      854,038 
1969-70     6,011,636     6,358,908 －347,272      854,038      506,766 
1970-71     3,050,940     3,340,457     －289,517      506,766      217,259 
出所 : Ibid..p.52. より筆者作成  
 
表1-17は、1961-62 年から1970-71年にかけてのKSS全体のローンと負債額について見たものである。
これによると、10 年の間にKSS の負債額は 20.2 倍に、ローンは 28.3 倍にも増えていることが分かる。
また、初年度から、ローン未返済分と負債額の合計は37万3000タカにも達していた。表1-18は、KSS 
全体の貯蓄と資本蓄積について見たものである。これによると、1960-61 年当初の貯蓄と拠出金の合計は
僅か３万 9000 タカで、資本蓄積は０から始まっている。その後 10 年間で、貯蓄・拠出金は 56.7 倍にも
増加し、1962-63年から1970-71年の９年間で資本蓄積は4.3倍に増加している。だが、10年間の貯蓄・ 
拠出金総額221 万 7000 タカは、ローンと負債額の総額 886 万 5000 タカを 665 万 2000 タカも下回って
いる。 
これに対して、KTCCAは政府や外国援助による助成金（表1-19参照）を元手に米の増産をはかって商
品市場を拡大し、貯蓄と資本金を増大させていった（表 1-20 参照）。KTCCA においても、初年度の収支
は赤字（マイナス1万2992タカ）であった。だが、翌1962-63年から1968-69年までの6年間で総収入
は確実に増加し、1968-69年には総額85万4038タカにものぼる資金を所有していた。1970-71年は独立・
解放戦争、その前年においてもさまざまな政治・経済的混乱による影響を受け、年度収支は大幅に落ち込
んだ。それでも、21 万 7259 タカの資本金を所有しており(1970-71 年)、累積赤字を抱え込むことはなか
った。 
このように、僅か10年のあいだで、コミラモデルの重要な柱であるKTCCAとKSSの収益格差は拡大
した。つまり、コミラモデルによる農村開発では、既得権益集団と小農との格差を拡げ、土地なし農民層
は参加の機会さえ剥奪されている、という構造を作りあげてしまった。 
コミラモデルが農村開発に及ぼした影響について、その実施主体であったBARDスタッフやKTCCAメ
ンバーから批判的な意見を聞くことはない。しかし、バングラデシュ独立後にもIRDPを通して現地の農
村開発に継承されたコミラモデルの構造について、ボース、ブレア、カーン（Bose, Blair, Khan）は、以
下のように問題点を列挙している45。①この計画は、農村における政府の権力構造や土地の所有構造を根
本的に変えていくことをねらいとしたものでは全くなかった、②それは、金融面あるいは財政面での自立
を達成するには全く不十分な資本蓄積となっている、③この計画は、土地なし農民や僅かな土地しか所有
                                                  
45 Md.Abdul Quddus, Rural Development in Bangladesh-Strategies and Experience, Bangladesh Academy 
for Rural Development Kotobari, Comilla, 1996,pp.115-116. Md.Abdul Quddusが彼らの見解（Swadesh Bose, 
The Comilla Co-operative Approach and the Prospects for Broad-based Green Revolution in Bangladesh, 
World Development, Vol.2.No.8. August, 1974, Harry W. Blair, Rural Development, Class Structure and 
Bureaucracy in Bangladesh, World Development, Vol.6. 1978, and Azizur Rahman Khan, The Comilla 
Model and the Integrated Rural Development Programme of Bangladesh ：An Experiment in Co-operative 
Capitalism, World Development, Vol.7. 1979.を要約しているので、それに依っている。 
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していない農民に実りある直接的な利益を何らもたらしていない、④近代農法普及による利益は、大土地
所有者層により多くもたらされた、⑤TCCAは、一握りの富裕な農民に支配されたが、彼らはまた、巨額
の債務返済不履行者でもある、⑥長い期間に渡り、農村地域での実質賃金は低下している、⑦組織の規律
は乱れていった。 
このような問題点を内包していたにも関わらず、コミラモデルは農村の近代化・組織化のモデルとし
て、バングラデシュ独立以降もIRDPを通して全国に普及していった。独立後の第１次 5 カ年計画
（1973-1978 年）では２段階協同組合の設立が推進され、パイロット・プロジェクトのIRDP
（Integrated Rural Development Programme ; 総合農村開発計画）によって全国に拡大していった。
IRDPの当初の目標（1971-1981 年）は、250 のTCCA46と３万 9,000 のKSSを組織化することであ
った（Hasnat , 1993：p.66.）。それらは、第１次5ヵ年計画の最終年度で既に達成されており、250
のTCCAと、当初の目標を上回る６万2000ものKSSが組織化されている47。 
また、1981年の「バングラデシュ政府と世界銀行による共同調査」において、「農業・農村開発の
利益分配を拡大するためには、IRDP と２段階協同組合が共同で農業・農村開発を促進すべきである。
２段階協同組合の潜在能力を完全に発揮させるために、多くの手段が講じられるべきである」
（Hasnat, 1993：p.106.）という提言がなされた。この報告では、①IRDP 実施の手続き、手順の改
善を政府の政策に盛り込むこと、②IDRPの位置づけと役割を明確にし、その組織構造や実施手順を
効率的に改編すること、③IRDPの実施段階でも効率的に行えるよう改善を加えること、等が勧告さ
れている。この提言を受けた翌年の1982年には、BRDB（Bangladesh Rural Development Board ; 
バングラデシュ農村開発局）が全国的な農村開発を実施する政府の中枢機関として設立されている。
これによって、農村開発に関連する対外援助は BRDB を通して実施されるようになり、農村開発は
政府主導で行われるという体制がよりいっそう強まった。 
 
表1-21 : ２段階協同組合の推移（1979-80～1991-92年） 
               
年  
TCCAの数 KSSの数 1TCCA 当たり
のKSS数 
KSSのメンバー数  
総数       KSS平均人数
1979-80    300     39,629      132    1,297,214      33 
1980-81      350     44,859      128    1,504,360      34 
1981-82      427     49,046      115    1,720,629      35 
1982-83      428     53,843       126    1,949,938      36 
1983-84      448     58,276      136    2,128,618      36 
1984-85      448     63,001      141    2,312,345      37 
1985-86      449     63,584      142    2,333,427      37 
1986-87      449     64,201      143    2,383,769      37 
1987-88      449     65,669      146    2,444,430      37 
1988-89      449     67,084      149    2,385,075      37 
1989-90      449     67,653      150    2,451,347      35 
1990-91      449     66,669      148    2,433,312      36 
1991-92      449     66,799      149    2,434,389      36 
出所 : Ibid..pp.112-113より筆者作成  
                                                  
46 現地では、コトワリ郡中央協同組合がKTCCAと称されている。これに対して、ダウドゥカンディ郡では、
DTCCAとはされていない。但し、他でも、KTCCAのように、郡の頭文字をTCCAの前において称している
ところもある。 
47 Hasnat, 1993：p.67. これらの協同組合の他に、7,700のBSS(Bittahin Samabaya Samity ; 土地なし農民
協同組合)と5,760のMSS(Mohila Samabaya Samity ; 女性協同組合)が組織化された(Ibid.)。しかし、現地で
行った調査結果（1999年、2000年、2002年、2004-05年）では、毎週数タカの貯蓄さえできない貧困層は、
BSS、MSSにも加入できていない。そのため、さまざまな参加の機会を剥奪されている（第５章参照）。 
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このような経緯で IRDPがBRDBに昇格した当初は、２段階協同組合はさらに拡大していった（表
1-21参照）。TCCA総数の推移を見ると、1979-80年には300であったが、BRDB設立直後の1982-83 
年には早くも1.5倍の448に達しており、1985-86年以降は449となっている。つまり、1985-86年には、 
全464 郡の96.8％においてTCCAが組織化されていた。また、1979-80 年から1991-92 年にかけてのメ
ンバー総数の推移を見ると、KSSで1.7倍、２段階協同組合では1.9倍にも増員されている。 
多収穫新品種は、コミラモデル同様、これらの協同組合を媒介として導入されるのであるが、その
作付面積並びに米生産量も飛躍的に増大していった48。多収穫新品種の作付面積が全耕作地に占める割
合を見ると（表1-22参照）、1967-68年には僅か0.6％であったが、独立直後の1971-72年には6.7％
に拡大された。その後も、それらの作付面積は2段階協同組合の組織化と共に拡大され、1980-81年
には全耕作地の4分の1、1984-85年には３分の1を占めるまでに達している。だが、1985-86年は
減少に転じた。 
こうした多収穫新品種作付けの急速な普及とともに、化学肥料の使用量も増大していった（表1-23
参照）。特に乾季のボロ稲作付けに際しての化学肥料の投入量は、アモン稲やアウス稲と比較して著
しく増えている。伝統農法が主流であった1960-61年には、その使用量は１エーカーにつき僅か2.0 
kg であった。それが、近代農法が導入された後の 1970-71 年には 15.2 kg となり、1984-85 年には
44.8 kgにも増量されている。また、BRDB設立に際しても近代農法のさらなる拡大が目標とされて
いたため、1982 年以降、灌漑設備が急速に普及されていった（表 1-24 参照）。BRDB 設立後の 10
年間で、低揚程ポンプ（Law-lift Pumps）は4.2倍、浅井戸(Shallow Tube wells)は4.3倍、深井戸
(Deep Tube wells)にいたっては27.2倍にも増えている。 
こうした近代農法の普及に伴いながら、TCCAが保護され、KSSの多くが借金を抱えるという構造
もコミラモデルから引き継がれていった。表 1-25 は、バングラデシュ独立後のKSS全体の状況につ
いて見たものである。これによると、1 人当たり貯蓄額は 1972 年が最高値となっている。これに対
して、ローン、負債額比率、ローン未返済額は年々増加の一途を辿っており、1972 年以降 1980 年
までの間に、負債額比率は約13倍、ローン未返済額は8.47倍にも膨らんでいる。一方、近代農法の
展開と共に、米、化学肥料、殺虫剤の販売を通して順調に収益金を増大させているTCCAも見られる
(表 1-26～表 1-28 参照)。そして、２段階協同組合の貯蓄・資産を見ると、1979-80 年以降 1990-91
年までの間で6.3倍にも増加しているが（表1-29参照）、多くのKSSが累積赤字を抱えている状況を
あわせ見ると、これら貯蓄及び資産の大部分をTCCAが所有しているものと考えられる49。 
とりわけ、バングラデシュ国内で最初に設立されたKTCCAには資産が集中しており、2005 年１
月現在、KTCCA議長は複数の工場を経営する大資産家であるが、その一方で、この郡には約4割の
土地なし農民が存在している。 
また、次章に見る「モデル農村開発計画」でも、TCCAの強化（クミッラ県ダウドカンディ郡）に
力が注がれてきた。その一方で、KSS の多くは累積赤字を抱えている。同郡でモデルとまで称され
た某KSSは、農村の近代化に伴い事業拡大を試みたが、結果としては累積赤字を抱こんでしまった。
これらの返済はバングラデシュ国内の労働需要では追いつくはずもなく、元 KSS マネージャーは借
金返済のために単身海外出稼ぎ労働を余儀なくされている（第2章及び第4章参照）。 
さらに、当該地域で普及・拡大した近代農法に疑問を抱き、数年前から牛糞を利用した堆肥農業を行っ
ているH氏は「伝統農法が主流だったころ、つまり、コミラモデルが導入される以前、農村には８～10人
単位で構成される伝統的なショミティがあった。農作業はそれらショミティを通して行われていたが、相
                                                  
48 穀物生産性の増大は、1950-71年の年率2.6%から1971-85年の年率3.4%へと上昇した。Mahabubuは「農
地が限定されている国では、近代技術を導入することによってしか穀物生産は増大しない」と述べている
（Mahabubu ,1989：p.35.）。  
49 少数ではあるが、損失を被ったTCCAもある。その内訳を見ると、1986年に１（ダッカ）、1987年に10（ダ
ッカ４、ボグラ４、Jamalpur、Muktagacha）、1988年に１（ダッカ）となっており、1987、88年の大洪水に
よる被害とも関係しているものと思われる（Hasnat,1993：p.164.）。また、諸外国の援助資金をめぐって、BRDB
とTCCAが対立している郡もある。 
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互に助け合うことは喜びであった。とりわけ農繁期にはショミティ・メンバーが一体となって働き、収穫
期には農作物を分かち合った。また、1 日の作業が終わると複数のショミティが統合し、輪になって村歌
を歌った。村人たちは、それらの共同作業を通して連帯感を強めていった。だが、近代農法の普及・拡大
に伴い、共同作業による相互扶助は解体していった。今にして思えば、コミラモデルが農村開発にとって
良かったとは言えない。近代農法を早くから導入した地域では、化学肥料や殺虫剤の大量使用により農地
が非常に消耗している。また、灌漑設備を早くから使用してきたため、砒素の問題も深刻化している。何
よりも、クミッラ県とりわけコトワリ郡の資産はKTCCAに集中している。それは、必然的にそうなるよ
うなシステムになっていた。けれども、コミラモデルが導入されたころ、農村はとても貧しい状態にあり
食料は不足していた。また、村で読み書きができる人は 10 人に 2 人程度であった。今までの農業方法を
変更することへの抵抗はあったが、確固たる考えに基づいて反対できるような人はいなかった」50と述べ
ている。 
 
表1-22 : バングラデシュ全土への多収穫新品種の普及（1967-68～1985-86年） 
                                  単位：エーカー、割合（％） 
多収穫新品種 稲 （千エーカー） 多収穫新品種稲と小麦     種類 
年 ボロ稲  アウス稲 アモン稲 
HWV 小麦 
（千エーカー） 合計(千ｴｰｶｰ) 割合(%) 
1967-68       156        156     0.6 
1968-69 361      17       378     1.5 
1969-70       580      43       29      652     2.5 
1970-71       857      79      200     1,136     4.6 
1971-72       793     121      625     1,539     6.7 
1972-73      1,087     163     1,378       52    2,680    11.1 
1973-74      1,455     329     2,043       72    3,899    15.8 
1974-75      1,630     699     1,240       82    3,651    14.9 
1975-76      1,588     872     1,376      217    4,053    15.7 
1976-77      1,338     902     1,046      288    3,574    14.2 
1977-78      1,586     981     1,233      388    4,188    16.6 
1978-79      1,650    1,055     1,694      583    4,892    19.4 
1979-80      1,788    994     2,154     1,015    5,953    22.7 
1980-81      1,845    1,200     2,376     1,412    6,833    25.4 
1981-82      2,218    1,166     2,361     1,277    7,022    25.8 
1982-83      2,670    1,175     2,653     1,231    7,729    28.2 
1983-84      2,635    1,235     2,628     1,475    7,973    28.3 
1984-85      3,040    1,151     2,669     1,622    8,482    31.5 
1985-86      2,998    1,191     2,906     1,291    8,386    31.0 
注１：記載のないものは、原本にデータなし。 
出所 : Mahabub Hossain, Nature and Impact of the Green Revolution in Bangladesh, International Food 
Policy Research Institute in Collaboration with the Bangladesh Institute of Development Studies, 
July 1888,ｐ.25. 
 
 
 
 
 
                                                  
50 H氏（注29に同じ）からの聞き取り調査による（2004年12月27日と2005年1月1日）。 
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表1-23 : バングラデシュ全土への化学肥料の普及（1960-61～1984-85年） 
化学肥料 （千トン） １エーカー当たりの投入量（kg）  
年 アモンシーズン ボロシーズン アウスシーズン 年間（合計） 年間（合計） ボロシーズン 
1960-61 20 13 16 49 0.9 2.0 
1965-66 45 28 35 108 1.7 5.3 
1970-71 109 130 70 309 4.6 15.2 
1873-74 109 200 81 390 5.9 22.1 
1975-76 139 234 92 465 7.0 24.1 
1976-77 154 227 140 521 8.0 24.9 
1977-78 207 325 195 727 10.9 33.0 
1978-79 256 258 140 754 11.1 35.7 
1979-80 252 424 179 855 12.5 37.6 
1980-81 265 429 195 889 12.8 35.2 
1981-82 291 392 160 843 12.1 30.9 
1982-83 245 507 216 968 13.7 38.0 
1983-84 267 629 233 1,129 16.1 47.3 
1984-85 364 669 228 1,261 18.1 44.8 
出所 : Ibid..p.30.より筆者作成 
 
表1-24 : BRDB設立前後の灌漑設備数（1981-82～1991-92年） 
 
 低揚程ポンプ 浅井戸 深井戸 
① BRDB設立前 905 8,188 494 
② BRDB設立後    
1981-82 1,001 7,020 313 
1982-83 _ 7,567 717 
1983-84 _ 6,516 879 
1984-85 540 4,411 3,910 
1985-86 460 2,240 2,045 
1986-87 450 928 1,088 
1987-88 571 1,020 1,066 
1988-89 250 1,910 776 
1989-90 431 1,239 1,330 
1990-91 101 1,468 767 
1991-92 _ 904 505 
合計 ① BRDB設立前 905 8,188 494 
   ② BRDB設立後 3,804 35,430 13,416 
出所 : Hasnat Abdul Hye, op.cit., p.116. 
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表1-25 : バングラデシュ独立以降のKSSの状況（1972～1980年） 
 
   項目 
 
年 
1TCCA 当
た り の
KSS数 
平均メン
バ ー 数 
（人） 
メンバー総数
（人）
1 人当た
り貯蓄額
（タカ） 
ローン 
(10万タカ)
負債比率 ローン未返
済額(10 万
タカ) 
1972    172     24    136,316     81.0   118.52 1:1.46   328.79
1973    117     26 (2,611,193)   64.0   208.41 1:3.26  439.57
1974     97     26  387,290     59.1   241.41 1:4.08  480.75
1975    100     27    480,474     59.2   317.68 1:5.37  557.02
1976    117     28  525,640     63.5   364.11 1:8.57  696.08
1977    109   ( 109)    649,088     61.9   530.31 1:13.82    916.74
1978    110     31    ( 84,407)     64.3   888.38 1:13.95   1309.65
1979    134     34    104,266     67.5   941.83 1:13.95   1602.45
1980    148     33 1,300,532     71.0 1346.15 1:18.96   2785.34
注 : 括弧内の数字は、原本の記載に誤りがあるものと思われる。 
出所 : Ibid., p.96.  
 
表１-26 : TCCA－米販売による収益（1978-79～1990-91年） 
        項目 
年 
販売を行った 
TCCAの数 
米 仕入量 
  （モンド）
米 販売量 
   （モンド）
利益 
    （タカ） 
ボーナス 
（タカ）
1978-79        1 177 177 3,094 2,710 
1979-80        1 1,313 1,313 30,152 2,614 
1980-81        1 1,914 1,914 25,338 19,004 
1981-82        4 1,013 1,013 31,927 23,945 
1982-83        4 4,600 4,600 38,719 29,039 
1983-84        4 3,180 3,180 84,691 63,518 
1984-85       10 10,186 4,576 31,770 23,827 
1985-86       16 11,439 2,913 40,068 30,051 
1986-87       20 33,380 7,954 311,580 233,685 
1987-88       20 35,306 21,085 189,371 142,028 
1988-89       17 19,788 19,714 284,829 213,622 
1989-90       20 2,943 16,281 116,978 13,582 
1990-91       24 41,850 39,015 713,551 _ 
注 :  _は原本にデータの記載なし。 
出所 : Ibid.,p.163. 
 
表1-27 : TCCA－化学肥料販売による収益（1971-72～1991-92年） 
    項目 
年 
販売を行っ
た県 
販売を行った
TCCAの数 
販売実績 
（モンド） 
収益 
TCCAの数 金額（タカ）  
損失 
TCCAの数  金額（タカ）
1971-72 16 29  1,996,000 29  2,210,000 0 0
1972-73 16 52  3,143,000 52  2,408,000 0 0
1973-74 17 64  4,151,000 64  2,605,500 0 0
1974-75 17 69  3,747,000 69  2,819,000 0 0
1975-76 17 61  4,420,000 61  1,701,000 0 0
1976-77 18 61  4,574,000 61  2,200,100 0 0
 64
バングラデシュ農村における援助と社会開発－ クミッラ県にみる居住者へのインパクト（第 1 章） 
1977-78 18 64  2,962,000 64  2,407,000 0 0
1978-79 18 63  2,082,000 63  2,880,000 0 0
1979-80 18 71  1,693,000 71  3,480,482 0 0
1980-81 14 62    924,387 61  3,693,531 1   25,918
1981-82 16 67    625,259 64  3,063,531 3   88,184
1982-83 19 68    692,791 64  2,529,590 4   14,048
1983-84 20 60    250,897 50  2,529,591 10  174,458
1984-85 22 109  1,030,080 108  2,128,942 1     4,223
1985-86 13 121    144,658 115  1,810,050 6  132,212
1986-87 20 97    443,134 88    668,390 9  169,875
1987-88 21 85    119,765 78    733,512 7  451,051
1988-89 _ 58 4,999,321 52   552,676 6  243,851
1989-90 _ 34   2,404,350 23   257,671 11  107,446
1990-91 _ 20   1,801,407 18   276,399 2   16,474
1991-92 _      5      3,380 5   658,757 4  117,847
注 :  _は原本に記載なし。1988-89年以降の販売実績の単位はトン。 
出所 : Ibid.,p.141.and p.160.より筆者作成 
 
表１-28 : TCCA－殺虫剤販売による収益（1979-80～1991-92年） 
 
年 販売を行ったTCCAの数 投資額  （10万タカ） 収益   （10万タカ）
1979-80 44 90.12          6.5 
1980-81 77 39.65          1.18 
1981-82 90 51.33          2.11 
1982-83 78 38.86          1.75 
1983-84 91 28.01          2.19 
1984-85 77 14.49          1.48 
1985-86 76 18.08          0,43 
1986-87 70 8.97          0.41 
1987-88 50 10.82          0.52 
1988-89 39 3.80          0.21 
1989-90 26 11.78          0.18 
1990-91 20 26.67          0.44 
1991-92 4 1.42          0.08 
出所 : Ibid.,p162. 
 
表1-29 : ２段階協同組合の貯蓄・資産（1979-80～1991-92年） 
                                               単位 合計：千万タカ、平均：タカ 
 1979-80 1980-81 1981-82 1982-83 1983-84 1984-85 1985-86 1986-87 1987-88 1988-89 1989-90 1990-91 1991-92
合
計 
9.83 12.75 15.54 19.21 26.48 32.24 37.12 40.44 57.28 51.17 55.95 59.30 61.88
平
均 
   75    76    95   90  120  140  159  170  234  214  228  243  254 
出所 : Ibid.,pp.112-113.より作成 
 
 65
バングラデシュ農村における援助と社会開発－ クミッラ県にみる居住者へのインパクト（第 1 章） 
第4 節 章括 
この章では、バングラデシュ農村開発の原型である「コミラモデル」を取り上げ、クミッラ県農村
居住者や農地・環境に及ぼしている影響を踏まえながら、その意義と課題を検証している。これまで
の研究成果では「コミラモデルはアクタル・ハミッド・カーンによって実施された農村開発である」
という一国内的なとらえ方が主流であった。だが、コミラモデルは、東西冷戦体制下におけるアメリ
カの世界戦略と深く結びついている。そこには、「緑の革命」を通して食料自給を達成させ、バング
ラデシュの共産主義化を押さえようとするアメリカの思惑が色濃く反映されている。 
そのフレームワークは、西パキスタン政府とハーバード・アドバイザー・グループ、ミシガン州立
大学によって決定された。東パキスタン側の参加機会は計画作成当初から剥奪されており、その実施
過程においても、農村居住者は、アメリカ政府によって用意されたシナリオの枠内におかれていた。
この当時、東パキスタンは西パキスタンから国内植民地的な扱いを受けており、東西パキスタンの政
治・経済的緊張は高まりを見せていた。また、これまでとは全く異なる農業方法を導入することに対
して、東パキスタンの人々が抵抗を示すであろうことが予想されていた。そのため、実験場としての
クミッラ県において、巧みな戦略が講じられた。 
先ず、研修施設である BARD 開設に先だって、初代所長アクタル・ハミッド・カーンとスタッフたち
はアメリカへの出向を命じられ（1958年）、農業開発＝農業の近代化にとどまらず、市場経済や家族計画
といった農村の社会構造の変革にまで及ぶ内容の研修を受けている。これらは、BARD 開設後（1959 年
～）、政府役人を中心とした農村の既得権益集団に繰り返し伝えられていった。1960年からは、小農が所
有している農地、資金、労働力を集約させることを目的としてKSSの組織化にも力が注がれ、翌1961年
にはKTCCAが設立された。KSSはBARDとKTCCAの監視下におかれ、多収穫新品種の使用、貯蓄や
研修等を含む 10 原則を強要され、それらを遵守することがKTCCA からの補助金を受けられる条件とさ
れていた。これらの協同組合は農民によって内発的に形成されたものではなく、近代農法を導入・拡大さ
せるためのアメリカによる主要戦略であった。 
さらに、IRRIで生み出された IR-8が、これら２段階協同組合を通して1966-67年に導入され「緑の革
命は米の生産量を劇的に増加させる！」というスローガンと共に作付面積が拡大していった。近代的投入
物に要する費用は巨額であったが、KTCCA には外国援助による補助金が集中した。KTCCA はこうした
補助金と自らの資産を元手に米増産をはかり、収益金を増加させていった。一方、KSSでは近代農法実施
に要する費用が換金作物の売上額を上回り、年々累積赤字が増していった。そのため KTCCA と KSS 間
の収益格差が拡大し、土地なし農民はさまざまなプログラムへの参加機会さえ剥奪されているという構造
が生み出されてしまった。また、これ以降農村内には市場経済が浸透し、伝統的なコミュニティは徐々に
崩壊していくこととなった。このようなクミッラ県での実験内容は、「コミラモデル」としてそれ以降の農
村開発のあり方を規定するものとなった。 
そして 1971 年のバングラデシュ独立以降、「コミラモデル」は農村の近代化・組織化のモデルとして
IRDP を通して全国に普及・拡大していった。それに伴い多収穫新品種の作付面積並びに米生産量は増大
したが、そこでの収益金はTCCAに集中した。そのため、農村内では経済格差を始めとする新たな社会的
矛盾が拡大した。こうした矛盾を抱えたまま、バングラデシュ農村では今なお外国主導による農村開発が
繰り返し行われているが、農村には失業者や不安定就労者が滞留し、絶対的貧困層が抱える問題は未解決
のままである。そのうえ、早くから灌漑設備が導入された地域では、砒素の問題が深刻化している。
また、化学肥料や殺虫剤の大量投入によって農地が著しく消耗しており、農作物の収穫量にも影響を
及ぼしている。 
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